
平成２３年度優先度判定パブリックコメント結果 

No. 属性 年代
府省
名

施策
番号

施策名
ご意見概

要
ご意見 その理由

5801

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

必要だから 必要だから

5802

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24011

リサーチ・ア
ドミニストレー
ターを育成・
確保するシス
テムの整備

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

1）産学官連携事業全体
に対する社会的理解を
得るための努力が併せ
てなされるべき。 
2)人数を絞ってでも待
遇を向上すべき。 

1)CD,RAと呼ばれる職
種の意義は認められる
が、それが社会全体は
おろか研究機関におい
ても充分に理解されて
いるとは言い難い。そう
した理解なしに推進す
ることは後々に困難を
招くと思われる。 
2)社会的な地位を確立
する一助としてパーマネ
ントのポストを設置する
ことが必要と思われる。
任期制をとるとしても、
計上された人件費から1
人当たりの年俸は三百
数十万円になるとみら
れ、この待遇で優秀な
人材を獲得できるのか
疑問である。

5803

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

環境
省

29102

子どもの健
康と環境に
関する全国
調査（エコチ
ル調査）

このまま
推進す
べき

４歳の子供がいます。
子供の健康と環境に関
する関係について、積
極的に研究しているこ
の事業をもっと大規模
に進め、次なる政策へ
とつなげて欲しいと思い
ます。

自分の子供や今後の日
本の将来を担う世代の
健康を考える上で、大
変重要な政策であると
考えます。

5804

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

我が国の研究者の研究
活動を支える重要な競
争的資金であり、予算
規模を拡充すべきであ
る。 

大学等の研究費が減少
するなかで、公的な研
究資金による研究支援 
は必要である。 

大学・
公的

グローバルCOEプログ
ラムは、我が国科学技
術推進の根幹となる極
めて厳選された大学院
博士課程の学生に対
し、RA 等の金銭的補助
などを提供することによ
り教育・研究に専念せし

我が国の活力を維持し
発展させるためにはとり
わけ理工系の大学院博
士課程における教育・
研究を充実させて科学
技術を振興する以外に
道はない。博士課程学
生に後顧の憂いなく教
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5805

研究
機関
（独
法・公
設試
等） 50～

59歳

文部
科学
省

24143
グローバル
COEプログラ
ム

このまま
推進す
べき

める体制を構築するも
ので、きわめて画期的
かつ重要なプログラム
である。現在実施中の
プログラムでは、順調に
多数の博士課程学生が
育成されており、これを
継続して実施すること
は我が国科学技術を世
界の最高水準とし世界
をリードするために絶対
に必要である。

育・研究に専念させるこ
とができるRA制度は、
GCOE事業のもとで多
数の大学院学生を育て
てきており、この学生が
若手研究者として我が
国科学技術の発展を支
える段階に入っている。
これをさらに拡充するこ
とこそ我が国科学技術
レベル維持の鍵であ
る。

5806

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24159
地球内部ダ
イナミクス研
究

このまま
推進す
べき

地球内部の構造やその
変動を理解することは、
人間社会の安全のより
どころである防災の基
礎をなすと考えます。研
究者の自由な発想とそ
れを管理する体制を持
つ本研究を維持すべき
と考えます。

人類の安全安心を図る
ため、また人間の存在
の根幹である知的好奇
心を満たすために必要
です。真の防災のため
には、なぜ地震などが
発生するか、その基礎
を理解するのが必須で
あることは、歴史が証明
していると思います。

5807
民間
企業

30～
39歳

経済
産業
省

27007

次世代印刷
エレクトロニ
クス材料・プ
ロセス基盤
技術開発事
業

このまま
推進す
べき

新規産業を育成すると
いう観点から、印刷エレ
クトロニクス材料・プロ
セス開発をこのまま推
進すべきだと思います。

印刷エレクトロニクス材
料・プロセスは、柔軟性
が高いため、技術が確
立できた場合の産業へ
の寄与が大きいと思わ
れるため。

5808
民間
企業

20～
29歳

経済
産業
省

27169
グリーンＩＴプ
ロジェクト

このまま
推進す
べき

近年、中国、インドなど
の新興国の急速な経済
発展を背景に、取り扱う
情報量が増大し、 
ＩＣＴ機器やデータセンタ
ーのエネルギ消費量が
増大している。そのた
め、ＩＣＴ機器、 
データセンターの省エネ
化技術は、持続性のあ
る社会を形成していくた
めの必須技術となる。 
この省エネ技術を、民
間企業を中心に実用化
していくことで、市場の
拡大、雇用の創出につ
な 
がり、日本の競争力強
化につながっていく。

日本の雇用、市場拡大
には、民間企業が収益
を上げ、その所得を従
業員に再分配し、賃金
の上昇をもたらし消費
が拡大する必要があ
る。そのため、積極的に
民間企業に投資を行う
べきであると考えるた
め。

5809

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24008
テニュアトラ
ック普及・定
着事業

このまま
推進す
べき

日本においても、テニュ
ア制度を広めて教員や
研究者の資質向上に努
めるべきである。

一度採用されると定年
まで安泰といった感覚
の教員が多く存在して
おり、研究活動にも支
障が出ている状況だと
感じているから。 
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5810

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

科学研究費補助金はほ
とんど唯一の学術研究
のための公的補助金で
ある。今や科学研究費
補助金なしには、学術
研究の遂行は不可能に
なってきている。日本の
将来にとってきわめて
重要と考えられる学術
研究の分野への投資
は、途切れてはならず、
国際的にみても日本は
まだまだ増加させる必
要性さえ感ずる。したが
って、科学研究費補助
金は更なる推進が必要
と考えられる。

国立大学法人の予算は
年々削られ、法人化に
伴って負担せざるを得
なくなった各種の無駄な
支出のために、現在の
国立大学予算は窮々と
している。国立大学運
営費交付金だけでは、
最低限の研究室運営す
ら危ぶまれるような状態
である。この状況下で
は、科学研究費補助金
なしでは、科学研究は
成り立たない。更なる増
額を要望する。

5811

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24190
科学技術振
興調整費

このまま
推進す
べき

学際型研究の推進は機
関・組織を横断したもの
で組織されなければな
らず，このような経費は
本項をおいてほかにな
い。

学際研究の推進は今後
の科学の大きな方向で
あり，積極的に推進さ
れるべきものと確信す
る。

5812
民間
企業

30～
39歳

文部
科学
省

24125
免疫・アレル
ギー科学総
合研究事業

このまま
推進す
べき

花粉症のワクチン開発
を早く実現してほしい。

花粉症で苦しんでいま
す。早く花粉症に苦しま
なくてもいいようになり
たいです。

5813

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

我が国の研究者の研究
活動を支える重要な競
争的資金であり、予算
規模を拡充すべきであ
る。また、基礎研究を行
う大学、独立行政法人、
民間企業の研究所等に
在籍する研究者が応募
できるもので、研究者が
応募しやすい研究資金
である。 

新しい研究の芽を育て
るためには、採択率を
上げて、多くの研究者 
を支援する必要があ
る。また、大学等の研究
費が減少するなかで、
公的な研究資金による
研究支援は必要であ
る。 

5814

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24141
特別研究員
事業

このまま
推進す
べき

特別研究員事業は優先
して推進すべきであると
考えます。特に特別研
究員（PD)は研究者養
成の根幹をなすもので
あり、最優先すべき重
要な施策です。PD研究
員は、学位を取得し一
人前の研究者として成
長した後、研究に専念
できる時間を最も多くと
れる研究者としても最
重要な時期です。その
ような時期に経済的に
不安を感じることなく、
研究に打ち込める環境

大学院重点化によっ
て、大学院生の数は増
えたものの、その後の
受け皿は未だ十分でな
く、ポスドク問題は依然
として残っています。 
大学生、大学院生が研
究者を志すには、また、
若手研究者がのびのび
と研究を進めるために
は将来の経済的不安の
払拭が何よりも重要で
す。そのためには、この
特別研究員事業を優先
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を作ることは重要なこと
であると考えます

して推進すべきです。

5815

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24014

頭脳循環を
加速する若
手研究者戦
略的海外派
遣事

このまま
推進す
べき

推進を要望する。

若手のうちに海外で研
究、交流、発表を行い
経験を積むことは、どの
分野においても非常に
意義のあるものである。
日本は島国であり、た
だでさえ閉鎖的な国で
あるので、このような事
業を行い若手研究者に
経験を積ませることは、
科学・技術立国を目指
す我が国には必要不可
欠なことである。

5816

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

研究者の研究活動を支
援する重要な制度であ
り、着実な予算確保が
必要。 

新しい研究の芽を育て
るためには、採択率を
上げて、多くの研究者を
支援する必要がある。 

5817

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

予算規模を拡充して推
進すべきと考えます。 

我が国の研究者の研究
活動を支える重要な競
争的資金であり、これな
くしては日本の科学・技
術は衰退すると考えま
す。 

5818

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

推進を要望する。

基礎研究は科研費によ
って支えられている。現
状は採択率が低すぎ
る。科研費に採択され
ず立ち消えていく分野
があることは大きな損
失である。科研費の拡
充し、科学・技術分野で
世界的に有意に立つこ
とは資源の少ない日本
で急務である。

5819

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

我が国の研究者の研究
活動を支える重要な競
争的資金であり、予算
規模を拡充すべきであ
る。また， 基礎研究を
行う大学、独立行政法
人、民間企業の研究所
等に在籍する研究者が
応募できるもので、研究
者が応募しやすい研究
資金である。 

新しい研究テーマにチ
ャレンジするため、応募
しやすい研究資金制 
度であり，新しい研究の
芽を育てるためには、
採択率を上げて、多くの
研究者を支援する必要
がある。大学等の研究
費が減少するなかで、
公的な研究資金による
研究支援が必要であ
る。 

若手の研究者、特に博
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5820

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24141
特別研究員
事業

このまま
推進す
べき

推進を要望する。

士課程に在籍する学生
に対する金銭的支援が
世界的に見て日本は少
ない。金銭的な不都合
から博士課程に進むこ
とを断念し、研究と関係
のない民間に就職をす
るという学生は多い。優
秀な学生を進学させな
いことは国の損失であ
り、そのような学生に金
銭的な支援をし、研究
者を教育することは非
常に意義がある。

5821

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

我が国の研究者の研究
活動を支える重要な競
争的資金であり、予算
規模を拡充すべきであ
る。

新しい研究テーマにチ
ャレンジするため、応募
しやすい研究資金制度
である。

5822

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24143

大学院教育
改革推進事
業のうち、グ
ローバル
COEプログラ
ム

このまま
推進す
べき

推進を要望する。

実際に私の所属する大
学は採択され、様々な
研究分野において利用
されている。中でも若手
研究者の採用、学生の
金銭的な支援において
非常に役立っている。し
かし、昨年の費用削減
で特に学生の金銭的支
援が削られることになっ
た。柔軟性で有意な事
業であり、今後も有意に
必要な事業である。

5823

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24007

細胞動態シ
ステム科学
基盤研究事
業

このまま
推進す
べき

本研究は充実させ着実
に推進すべきである。

生命科学の進歩する方
向性の一つとして、その
定量化に基づく機能解
明・予測・設計は極めて
重要である。本研究は
こうした新しい方向性に
向けて計測・計算・デザ
イン技術の開発を中心
に挑戦を行うもので、生
命科学に新しい方法を
もたらすことは間違いな
い。細胞の合成など、
高い目標を掲げて統合
的に推進すべきであ
る。

大学・
公的
研究

世界的競争を必要とす
る分野において、国際
的な交流の場を設ける
ことは必須である。海外
に研究拠点がある場合
その移動、滞在費の確
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5824

機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24189
学術国際交
流事業

このまま
推進す
べき

推進を要望する。

保が問題になる。このよ
うな大型予算が付き、
数カ月や一年単位で海
外に滞在することが出
来るようになると国際的
な視野を持った研究者
の育成に繋がり、非常
に意義がある。

5825

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24140
RIビームファ
クトリー計画
の推進

このまま
推進す
べき

日本が誇る世界をリー
ドする最先端技術の一
つであり、エネルギー問
題に対しても重要な意
義がある。日本の他の
研究機関とより一層連
携を深めつつ推進して
いくべき。

原子核の基礎研究を進
める事で、原子力エネ
ルギー関係で現われる
問題の解決方法を見つ
けられると期待できる。
よりクリーンなエネルギ
ーを生産出来るうえ、世
界に先駆けてこの技術
を確立する事で日本の
経済発展にも貢献出来
る。

5826

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24177
大強度陽子
加速器施設
（J-PARC）

このまま
推進す
べき

推進を要望する。

J-PARCは世界にある
加速器の中でも非常に
ユニークで、多分野（基
礎研究、構造解析、工
学検査等）に渡り利用
できる施設として、今
後、確実に日本の知的
拠点になる。国が積極
的に支援することで、世
界における日本の有意
を確保することが出来
き、国際競争の場を提
供することが出来る。

5827

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24180
ナノテクノロ
ジー・ネットワ
ーク

このまま
推進す
べき

ナノテクノロジーはすで
に様々な科学技術の基
盤技術となっており、基
礎研究から応用研究に
いたる広範な研究開発
を推進するために必要
不可欠なものとなってい
る。本ナノテクノロジー・
ネットワーク事業は、世
界トップレベルのナノテ
クノロジー研究を推進す
る我が国の大学等の研
究施設が、学内のみな
らず、民間企業も含む
学外の要請に応え、最
先端ナノテクノロジーを
活用した共同研究開発
やノウハウを提供する
ものであり、我が国のイ
ノベーションには不可欠
な施策であり、今後も積
極的に推進すべき事業
である。

本事業によって、低炭
素社会実現のための有
望な科学技術となる
様々な基礎研究が生み
出され、国際的にもイン
パクトのある極めて優
れた研究論文が多数報
告されている。また、国
際特許も含む多くの知
財も生み出されている。

物理・数学分野におい
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5828

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24140
RIビームファ
クトリー計画
の推進

このまま
推進す
べき

放射性同位体の探索
は、人類の知識の先端
であるだけではなく、エ
ネルギー問題の解決を
も可能にする可能性が
ある。資源の無い日本
にとって、放射性同位
体の性質を知りその生
成法を探ることは、最も
基礎的かつ重要な施策
であることは疑いない。
したがって、この施策
は、日本にとって必要
不可欠であり、進めて
いくべきである。

て、基礎科学の研究は
多々存在するが、その
中で、実益を視野に入
れることが可能なもの
はほとんど存在しない。
RIビームファクトリー
は、日本に初めての新
元素（113番元素）発見
の栄誉をもたらすもの
であると同時に、原子
力発電に頼らざるを得
ない日本のエネルギー
に関する根本的な貢献
を行っている。すなわ
ち、新原子力エネルギ
ーの探索や、原子力・
放射性物質取り扱い・
ビーム物理の基礎技術
者の要請と排出であ
る。したがって、他の基
礎科学への施策と比べ
ての重要度が高いと考
える。

5829

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24140
RIビームファ
クトリー計画
の推進

このまま
推進す
べき

推進を要望する。

J-PARCと同じく世界に
誇る日本の加速器とな
っている。重イオンの加
速器は需要が増える一
方で、医学利用もされ、
今後ますます研究にお
ける必要性が増す。科
学・技術立国を目指す
日本に置いて、世界的
拠点を確保することは
非常に重要である。J

5830

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24007

細胞動態シ
ステム科学
基盤研究事
業

このまま
推進す
べき

本研究は充実させ着実
に推進すべきである。

生命科学の進歩する方
向性の一つとして、その
定量化に基づく機能解
明・予測・設計は極めて
重要である。本研究は
こうした新しい方向性に
向けて計測・計算・デザ
イン技術の開発を中心
に挑戦を行うもので、生
命科学に新しい方法を
もたらすことは間違いな
い。細胞の合成など、
高い目標を掲げて統合
的に推進すべきであ
る。

5831

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試

40～
49歳

文部
科学
省

24154

研究者の養
成（海外特別
研究員、若手
研究者インタ
ーナショナ
ル・トレーニ
ング・プログ

このまま
推進す
べき

若い研究者が研究に専
念し伸びやかに発展し
ていくために必要な費
目であり，積極的に推
進すべき。

これまでも多くの研究者
を育ててきた費目であ
り，人材育成のために
必須。
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等） ラム）

5832
民間
企業

30～
39歳

文部
科学
省

24158 活断層調査
このまま
推進す
べき

活断層の位置や地下形
状については，未知の
事柄が多い．また，近
年では，未確認の断層
を震源とする地震も多く
発生しており，防災・減
災体制の確立のために
必要．

活断層調査を通じた強
震動予測，発生時期・
規模の予測の精度を向
上させ，その結果を公
表し，防災に対する意
識を向上させたり，地方
自治体が緊急時に備え
る事は重要であると考
える．

5833
民間
企業

40～
49歳

文部
科学
省

24125
免疫・アレル
ギー科学総
合研究事業

このまま
推進す
べき

是非研究を継続して欲
しいです。

子供がアレルギーで
す。

5834

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24184

大学等産学
官連携自立
化促進プロ
グラム

このまま
推進す
べき

地方の一企業・一事業
者が対象となるような場
面だけでなく、地域の再
生・活性化推進の原動
力を生み出す重要な役
割もある。そのためには
従前どおり継続推進と
いうよりは、予算規模を
拡大するか、他省庁の
類似予算を集合し、新
たな地域活性のための
企画・試行と推進を図る
中で、その地域の方向
性をトライアンドエラー
を踏まえて基盤的枠組
み作りの実現にむけ、
10年程度のスパンで行
えるような方向性を持っ
た1地域当り予算規模
の確保されることが望
まれる。

旧来どおりのベースに
立った人員・予算では、
最大限の努力をしても、
お茶を濁す程度のこと
で終わり、新たな方向
性を生み出原動力も生
まれないし、その基盤す
ら見通せないで不要・
無駄な予算消化であっ
たと評価されるのが落
ちと思われる。何を作り
出すかはその地域に任
せるとしても、今までと
違った新しい地域基盤
を作るためには、それな
りの政策的手当てが必
要であろう。

5835

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

我が国の研究者の研究
活動を支える重要な競
争的資金であり、予算
規模を拡充すべきであ
る。

大学等の研究費が減少
するなかで、公的な研
究資金による研究支援
は必要である。

5836

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

農林
水産
省

26003

画期的な農
畜産物作出
のためのゲノ
ム情報データ
ベースの整
備

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

大幅な増額をし、省庁を
越えて推進すべき。

必要な政策と思うが、世
界で戦うには金額が少
なすぎる。現状の規模
では、誰にも注目されな
いし、結果もたかが知
れているので、大幅に
増額して政策を進める
べき。

5837

大学・
公的
研究
機関
（独

40～
49歳

文部
科学
省

24012
研究者の養
成博士課程
教育リーディ
ングプログラ

このまま
推進す
べき

若い研究者が研究に専
念し伸びやかに発展し
ていくために必要な費
目であり，積極的に推

今後の科学の流れを考
えても学際的な人材育
成のために必須。
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法・公
設試
等）

ム 進すべき。

5838

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

その
他

0
全般的な意
見

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

同じようなテーマを持つ
事業が名前を変えてあ
り，時流に乗った研究
者には多くの資金が集
まり，一方で地道な研
究を行う研究者には資
金が集まらず，格差を
助長するだけである。
資金を得るために，同じ
ような研究をせざるを得
ず，同じような研究者を
作るだけで，科学の裾
野は広がらない。「選択
と集中」は必要だが，同
じようなものをたくさん
選択させる仕組みは無
駄である。もっと日本全
体としてスペクトルの広
い研究ができる体制に
すべきである。

日本はある程度の時流
に乗らないと研究できな
い研究環境にあり，地
道な独自の発想の研究
をしにくい環境にある。
ヨーロッパとの違いはこ
の辺にあるのではない
か。一方，国としてこの
時期に何に重点をおき
進めていくのかを考え
たとき，似たようなテー
マが出てきて結局は研
究資金に格差を生じさ
せている。日本はこれ
までと違い自ら世界を
切り開いていく必要が
あるが，施策の視点が
「追いつけ追い越せ」の
視点を抜け切れていな
いのではないか。

5839

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

積極的に推進すべき（２
２年度から100億増）。

大学における科学研究
の基盤的経費であり，
あらゆる意味において
我が国の国際競争力を
支える最も重要な経費
である。さらに大きく拡
充される必要がある。

5840

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24161
「ITER計画
（建設段階）
等の推進」

このまま
推進す
べき

人類の継続的な発展の
ために必須な恒久的エ
ネルギー源の確保およ
び地球環境の保全の観
点から、核融合エネル
ギーの開発を積極的に
進めるべきである。
ITER計画はその根幹と
なっている国際プロジェ
クトであり、この計画を
遅延なく可及的速やか
に推進することが、核融
合開発にとって急務で
ある。

２１世紀後半以降の次
世代の人類に対して、
エネルギー源の確保と
新エネルギー技術の開
発に向けて現世代から
投資しておく必要があ
る。その有力な選択肢
が核融合エネルギーで
ある。 
 また核融合炉開発
は、地球規模での人類
未踏の技術であり、これ
は世界共通の資産であ
るので、国際プロジェク
トとして開発する価値が
ある。 
 さらに、科学技術創造
立国として我が国が世
界に伍して行くために
も、核融合分野で世界
をリードしている我が国
が、ITER計画に積極的
に関与して行く事の意
義は大きい。

日本の競争力の源泉
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5841
民間
企業

30～
39歳

経済
産業
省

27007

次世代印刷
エレクトロニ
クス材料・プ
ロセス基盤
技術開発事
業

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

既存産業の競争力を損
なわないように戦略的
な研究開発計画が必要

は，韓国や中国メーカ
ーに容易に真似できな
いノウハウの塊である
「基板メーカーや半導体
部材メーカー」が所有す
る材料・ウェットプロセス
技術である。印刷技術
を開発する際には，日
本の強み（容易に真似
できない技術ノウハウ）
をどう創造していくかを
戦略的に考えて研究を
すすめないと危険。

5842
民間
企業

40～
49歳

文部
科学
省

24149
国立大学法
人等施設の
整備

このまま
推進す
べき

地方国立大学の研究レ
ベル退潮が見受けられ
ます。

研究費の削減。設備の
老朽化傾向は20年前と
変わらず改善していま
せん。

5843

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

科学研究費補助金は、
日本独自の基礎科学振
興の施策であり、国際
的にもKAKENHI（科研
費）として通用してい
る。我が国では、大学
共同利用研究所と科研
費によって、ボトムアッ
プかつ広い裾野を持つ
基礎科学研究が実現し
てきた。 基礎科学の
「成果」において世界の
最前線・フロンティアに
到達した日本は、これを
実現して来た科研費と
いう独自の「科学施策」
についても、大きな自信
を持つべきである。 今
後も強力に推進して、ユ
ニークな科学施策の一
つとして、また次世代を
支える基礎科学振興の
モデルの一つとして世
界に発信して行くのが
良い。

基礎研究は応用研究の
母であり、社会・経済に
有用な研究は、基礎研
究の広い裾野が存在し
て、はじめて豊かに花
開くものである。基礎研
究は、高い自発的研究
能力を持った、強力な
若手人材を鍛え・育ん
で社会に送り出す点に
おいても、最良の場・フ
ィールドを提供する。科
研費は、ピアレビューに
よるボトムアップによっ
て、日本の基礎科学の
高い研究活動・自発性
研究を支えている。

5844

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

経済
産業
省

27105
戦略的基盤
技術高度化
支援事業

このまま
推進す
べき

当該事業は、国内の中
小企業における研究開
発の推進において重要
な施策であるため、強く
推進すべきである。

中小企業における研究
開発は、下請けだけで
なく自社独自の製品を
開発するために必要で
あるが、費用の面にお
いて容易ではない。そ
のため、挑戦的な商品
開発に乗り出せない企
業が多く見られる。この
新規技術・商品開発
は、国内ものづくり技術
の向上において、重要
である。当該事業は管
理法人の元で進捗を管
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理しながら進めるため、
予算の使用においても
無駄の少ない事業であ
ると思う。

5845

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

厚生
労働
省

25101

先端的基盤
開発研究（創
薬基盤推進
研究）

このまま
推進す
べき

次世代ワクチン開発を
含め、新規医薬品開発
に結びつく本事業をさら
に拡大・推進すべきで
ある。臨床応用に結び
つくまでの継続的な推
進が望まれる。

感染症をはじめ、新た
な医薬品開発へのニー
ズは大きい。新たなシ
ーズを臨床応用に結び
つけるためには、長期
的視点に基づく継続的
な戦略が必要である。

5846

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

○ 研究者の研究活動
を支援する重要な制度
であり、着実な予算確
保が必要。 
○ 基礎研究を行う大
学、独立行政法人、民
間企業の研究所等に在
籍する 研究者が応募で
きるもので、研究者が
応募しやすい研究資金
である。

○ 新しい研究テーマに
チャレンジするため、応
募しやすい研究資金制
度である。 
○ 新しい研究の芽を育
てるためには、採択率
を上げて、多くの研究者
を支援する必要があ
る。 
○ 大学等の研究費が
減少するなかで、公的
な研究資金による研究
支援は必要である。

5847
民間
企業

60歳
～

総務
省

20117

移動通信シ
ステムにおけ
る周波数の
高度利用に
向けた要素
技術の研究
開発

このまま
推進す
べき

今後の移動通信システ
ムの進展には、高速化
及び周波数の 
高度利用技術の研究が
不可欠と考える。

ユビキタス環境の実
現、周波数・逼迫状況
の緩和を実現 
出来ると考える。

5848

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

○ 我が国の研究者の
研究活動を支える重要
な競争的資金であり、
予算規模を拡充すべき
である。 
○「若手研究（A）・（B）」
は、若い研究者にとって
研究費獲得の登龍門と
なっており、大幅な拡充
は必要である。 
○ 複数年での研究費
消化などより柔軟な対
応が求められる。

わが国は科学技術の推
進こそが国是であるべ
きと考えます。わが国が
もつ最大の資源は人で
あり、その資源は研究
や教育によって得られ
るものです。しかしこの
失われた20年の間に、
早急な結果の得られな
いものに対して投資を
することなく、長期的な
視野にかけるものと考
えられますが、これこそ
国が担うべき対策と考
えられ、一見益のないも
のと思われるものであ
っても、有識者の意見も
踏まえながら投資すべ
きと考えます。また次世
代の研究者を育ててい
くためにも必要と考えま
す。

かつて、科学立国として
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5849

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24181

地域イノベー
ションクラス
タープログラ
ム

このまま
推進す
べき

第１期知的クラスター事
業のときから着実に成
果を生み出しており、こ
のまま推進すべきであ
る。

世界のトップクラスに君
臨していた日本である
が、このところ近隣のア
ジア諸国の勢いに押さ
れ気味である。現在の
日本の景気低迷や失業
率増加を打破するため
には、研究・教育にもっ
とお金をかけるべきで
あり、地域イノベーショ
ンクラスタープログラム
は企業をも活性化させ
るものであり、今後の継
続・発展を希望します。

5850

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24006

ライフサイエ
ンスデータベ
ース統合推
進事業

このまま
推進す
べき

現在の水準を保つだけ
でなく、より一層支援す
べきである。

国際的にも利用される
データベースを日本で
管理・運営することは、
日本の科学水準の高さ
や科学的な国力の強さ
を示すための無形の財
産であると考える。豊富
でかつ信頼性の高い科
学的情報を蓄積し提供
していくため、これまで
以上に多くの人員を確
保することも必要である
と考える。

5851

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

農林
水産
省

26108

新たな農林
水産政策を
推進する実
用技術開発
事業

このまま
推進す
べき

現場と研究を繋ぐ場とし
ての重要性は高く評価
されるべき。

一次産業の充実と発展
に必須と考える。

5852

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24149
国立大学法
人等施設の
整備

このまま
推進す
べき

国立大学等の施設整備
費は不可欠であり、是
非このまま推進すべき。
本来であればむしろ予
算を増額をして、国立大
学等の施設整備を進め
るべきと考える。

日本の将来を担う人材
育成や、創造的で先端
的な学術研究を行うに
は大学における施設整
備は不可欠であるが、
長い年月に亘って施設
整備費は不十分なレベ
ルに押さえられており、
このような状況の改善
なくして日本の様々な
分野での次世代を担う
若者を育成はできな
い。

5853
民間
企業

30～
39歳

文部
科学
省

24167 固体ロケット
このまま
推進す
べき

H-2Aより安価で打上げ
回数を増やし、科学衛
星に適した打上げを行
うことで宇宙科学を推進

近年、科学衛星の打上
げが減っており、挑戦的
ななプロジェクトも少な
い。H-2Aロケットが高
価で科学衛星の打上げ
には向いていないという
話も聞いており、科学衛
星の打上げに適したロ
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すべきである。 ケットを日本として持つ
ことは世界の最前線の
研究から取り残されな
いためにも急務である。

5854

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24010
女性研究者
研究活動支
援事業

このまま
推進す
べき

このまま継続し、女性の
活躍できる場を整備し、
女性の能力を活用すべ
きである。

優秀な教員や研究者
が、育児の為に現場を
離れてしまうのは非常
にもったいないと思うか
ら。

5855

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24137
アルマ計画
の推進

このまま
推進す
べき

ALMAは大きな望遠鏡
ですので遠くの恒星、惑
星、銀河をみることがで
きます。宇宙の大部分
はとても高温のプラズマ
で占められており、僕た
ちの想像とはかけはな
れた世界です。そういう
のもおもしろいのです
が、ALMAの波長（サブ
ミリ波）はこれとは違
い、我々にとって身近な
分子や砂粒といったも
のを見ることができま
す。ALMAをつかえば、
太陽系以外の恒星の惑
星のようすや、惑星がう
まれるようす、生命の兆
候などに迫ることができ
ます。

自分のこと、自分達のこ
とばかりでなくほかの人
のこと、人類のことや生
命全体のこと、さらには
ほかの星にいるかもし
れない生命のことを考
えることで、平和なくらし
をしようという気になっ
てきます。押し付けるつ
もりはありませんよ。

5856

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

農林
水産
省

26104
新農業展開
ゲノムプロジ
ェクト

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

本施策に投入する予算
額は、 
農業への数少ない科学
的アプローチについて 
農林水産省ないし国家
がどう考えているかの
現れである。 
科学技術が進歩してい
く上でかかるコストは
年々上がるわけで、 
増額はあってもげんがく
などありえない。

本施策に投入する予算
額は、 
農業への数少ない科学
的アプローチについて 
農林水産省ないし国家
がどう考えているかの
現れである。 
先進国でそれをおろそ
かにする国家はありえ
ないわけで、 
自分たちで食糧問題に
取り組む意識が低い、 
学力の低下の助長を露
呈するだけであり 
恥ずかしい限りである。

「科学技術基本政策策
定の基本方針」におい
て「自然科学系全体で
（女性研究者の比率とし
て）２５％の目標を早期
に達成する」と記載され
ていること、これを施策
の重要性の根拠として
挙げているが、数値目
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5857

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24010
女性研究者
研究活動支
援事業

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

この支援事業の内容
（「施策の目的及び概
要」に記述されたもの）
の重要性は認めるが、
「女性研究者の採用割
合に係る数値目標につ
いてその早期達成を目
指す」という達成目標は
改めるべきである。そこ
に掲げられた数値目標
「自然科学系全体で２
５％」には合理的根拠
が無い。数値目標にあ
る採用割合を達成出来
るような潜在能力が我
が国の女性研究者層に
現在あるかどうか判定
できない中で、ともかく
数値目標を掲げその達
成を急いでいる点は非
合理的である。

標をともかく早期に達成
するための支援事業と
いう位置付けが問題で
ある。根拠の無い数値
目標を達成しようとする
余り、研究・教育現場に
捩れ現象が生じてい
る。例えば（女性研究者
に限る必要性は全くな
いにも拘らず）初めから
女性に限定してスタッフ
を公募する大学や研究
機関が近年目立ってい
る。また明らかに能力
的に未熟な研究者を女
性であることを斟酌して
採用するケースもある。
斯様な人事は明らか
に、国家の施策によっ
てリードされた性差別で
あって不公正である。こ
の支援事業の重要性は
論を待たないが「達成
目標」や「施策の重要
性」は、非合理的で根
拠のない数値目標を早
期に達成すること以外
に求めるべきだ。女性
研究者と男性研究者の
対等な研究活動を促し
我が国の科学技術の中
長期的発展に資する為
には、上記の例のよう
な不公正な人事によっ
て見かけの数値目標達
成を強引に目指しても
意味が無い。

1. 世界的に科学分野で
の計算機資源への積極
投資がなされる中，日
本が有する計算資源は
非常に限られれており
「京」の完成を持ってし
ても，その状況が解決
するどころか世界との
差が開くばかりである．
したがって既に現状で，
大量の計算を必要とす
る科学分野は世界に対
して大きなハンディを背
負っており，これは「京」
が完成しても解決され
ない．「京」は計算機棟
が完成し製造段階に入
ったため，この製造を確
実に進めると共にエク
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5858

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24174

革新的ハイ
パフォーマン
ス・コンピュ
ーティング・イ
ンフラ(HPCI)
の構築

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

1. 現在進めている計画
の推進を強く希望する．
また次々世代スーパー
コンピュータ開発および
その利用の為の人材育
成などへの投資を政府
として早々に明確に打
ち出すべきである． 
 
2. 流体，天体，構造破
壊のシミュレーション
等，従来型の大型計算
機の利用の延長ではな
い，次世代アーキテクチ
ャに即したプログラミン
グ言語の研究開発など
へも積極的に研究資源
を投資すべきである．特
にバイオインフォマティ
クス，システム生物学な
どライフサイエンス分野
で活用される計算インフ
ラの構築に投資をすべ
きである．新しい計算機
利用を積極的に開拓す
べきである． 
3. HCPIを中心に計算資
源の集約をすすめるべ
きである．全国の情報
基盤センター等にある
スーパーコンピュータは
支出を抑制し，「京」の
ような研究機関が付随
する超大規模計算セン
ターを全国に数カ所整
備し，そこの計算資源を
集中的に整備すべきあ
る． 

サフロップスを見据えた
次々世代開発に移るべ
きである．スーパーコン
ピュータの進化は早く，
５年後の作り替えを待っ
ていたら再び大きく世界
に遅れを取ってしまう．
したがって複数の研究
所が競い合って開発を
することが望ましく，２～
３年後に理研とは別の
組織によって次々世代
機の開発がなされるこ
とが理想である． 
 
2. 次世代スパコンプロ
ジェクトではライフサイ
エンス分野でのアプリケ
ーション開発が行われ
る等，新しい分野での
計算利用開拓に投資が
行われている．しかし，
プロジェクト内部の人間
からの意見として，「京」
開発に携わる人は従来
型の利用法に捕らわれ
ている人が多く，従来の
延長としてのスーパー
コンピュータの利用しか
考えていない人が多く，
新しい利用法の開拓な
どが全く考慮されていな
い．近年バイオインフォ
マティクスやシステム生
物学などライフサイエン
スでの利用は急激に伸
びているが，これらの分
野ではソフトウェアの寿
命が非常に短いなど，
従来からのスパコン利
用とは異なる考え方が
必要である．すなわち
生物実験へのフィード
バック，論文発表などの
研究成果へいかに短時
間で到達するかが重要
であり，ソフトウェア開
発に時間をかけること
ができない．したがって
超並列型スパコンなど
次世代のコンピューティ
ングアーキテクチャを活
用できる新しいタイプの
軽量プログラミング言語
が求められているので
あり，その点次世代ス
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パコンプロジェクトで行
われているソフトウェア
開発は従来通りの非常
に古くさい時代遅れのも
のになっている．従っ
て，これを解決するスパ
コン利用基盤の研究開
発に積極的に投資を行
うべきである． 
3. 上記 1 にも関連する
が，インターネットが発
達しHPCIのような考え
方が出てきている以
上，全国の情報基盤セ
ンターに分散して大型
計算機施設を構築する
のは非常に金額的にも
計算資源的にも効率が
悪い．大型計算機設備
は「京」を含む全国３～
５カ所程度に集約し，規
模の効果を狙うべきで
ある．計算資源は科研
費のように様々な研究
に普遍的に必要な資源
の一部になりつつあり，
集約効率化した潤沢な
計算機資源を科学者に
提供する必要がある．
計算資源を研究者が自
前で調達する従来のや
りかたは非効率であり，
この点もHPCIが果たせ
る役割は大きくなりつつ
ある． 

5859

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24174

革新的ハイ
パフォーマン
ス・コンピュ
ーティング・イ
ンフラ（HPCI）
の構築

このまま
推進す
べき

本研究は充実させ着実
に推進すべきである。

次世代スーパーコンピ
ュータを中核とした本計
画は、「予測の時代」に
必須の計算科学を推進
するために極めて重要
である。日本はこれまで
高性能計算について大
きな研究アクティビティ
を持っていたにもかか
わらず、その拠点はな
かった。今回の計画を
通じ、理化学研究所計
算科学研究機構を全国
共同利用の拠点として
十分な規模で立ち上げ
るべきである。また、次
世代スーパーコンピュ
ータの開発だけでなく、
高性能計算の応用や将
来世代の計算機の開発
を含め、バランスのよい

16



推進が求められる。

5860
民間
企業

30～
39歳

文部
科学
省

24125
免疫・アレル
ギー科学総
合研究事業

このまま
推進す
べき

花粉症やアレルギー症
の治療につながる研究
にはもっと力を入れるべ
きだと思います。

最近アレルギー症の人
がかなり増えていると聞
きます。国民の福祉向
上のためにも、このよう
な応用研究は早く実用
化するべきだと思いま
す。

5861

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24105

（独）科学技
術振興機構
運営交付金
「先端的低炭
素化技術開
発」

このまま
推進す
べき

地球規模問題に関わる
温室効果ガスの削減に
関わる新規技術の開発
は重要な課題である。と
くに、新規の原理の基
づく挑戦的な課題を推
進することは科学技術
の推進に役立つことで
ある。異分野融合、若
手研究者の挑戦を促す
研究プロジェクトが始ま
ることは良いタイミング
であり推進すべき課題
である。とくにバイオ分
野と工学分野の融合を
促すような幅広い課題
設定に魅力がある。

温室効果ガスの削減と
資源化に関して植物や
微生物の力、光合成の
可能性を利用すること
は重要であり、そのた
めバイオと工学分野の
研究者の異分野連携は
今後の挑戦的な課題提
案に必要である。従来
の技術にとらわれず新
たなアイディアを集め
て、挑戦的に進めてほ
しい。経産省との課題
や産業界で既に進んで
いる課題を超えて挑戦
的なプロジェクトを目指
すことが必要である。

5862
民間
企業

40～
49歳

経済
産業
省

27134

グリーン・サ
スティナブル
ケミカルプロ
セス基盤技
術開発（石油
化学品の革
新的製造プ
ロセス基盤
の開発）

このまま
推進す
べき

石油化学分野における
蒸留での省エネルギー
技術において、HiDiC
（内部熱交換型蒸留塔）
が挙げられるが、現実
的に導入が難しいよう
である。既存の蒸留設
備を活かしながら、膜分
離をレトロフィットさせる
ことで省エネルギー化
を図ることを念頭にして
いる本技術は、導入へ
の障害も少ないと思わ
れる。そういった意味で
は本技術の適用可能な
範囲が拡がっていくこと
を期待する。

CO2削減目標を国際的
に掲げている以上、もう
後戻りはできない。日本
の産業界における省エ
ネルギー技術は、世界
的に見てもかなりのとこ
ろまで進んでいるが、乾
いた雑巾をさらに絞るた
めには、石油化学分野
でのさらなる省エネルギ
ー化が必要であり、本
技術の適用拡大に対す
る期待は大きいため。

5863
その
他

40～
49歳

文部
科学
省

24181
イノベーショ
ンシステム整
備事業

このまま
推進す
べき

昨年の事業仕分けで最
終的に継続され、より一
層効果があるようマネ
ージメントし、事業を進
めている。 
地域の中小企業と大学
と行政との連携による
事業とし成果が出つつ
ある事業のため継続す
べき。

地域の中小企業と地域
の大学とのつながりの
中、新たな製品等が生
まれつつある状況、企
業からも継続してもらっ
てよかった 
の声がおおく、今年度
から新たに加入する企
業もありそうした企業の
ためにも継続はしかる
べき

統合失調症や うつ な
どの疾患は単一遺伝子
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5864

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24123
脳科学総合
研究事業費

このまま
推進す
べき

人体の中でも未解明部
分が特に多い「脳」につ
いて積極的に研究を推
進すべき。

を原因とする遺伝病と
は異なり、発症メカニズ
ムの解析が困難であ
る。現代社会において
これらの疾患は増加傾
向にあり、一刻も早い原
因追及、予防、治療の
確立がのぞまれる。そ
のためにも当該事業の
果たす役割は大きい。

5865

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24116
オーダーメイ
ド医療の実
現プログラム

このまま
推進す
べき

試料も既に収集され、
ELSIに配慮しながら実
施されており、このまま
推進するのが適切と考
える。

体質を診断し適切な医
療に結びつけるための
研究としては国内をリー
ドしており、既に相当に
進んでいることから、さ
らなる成果が期待でき、
このまま推進するのが
適切と考える。

5866

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24019

数学・数理科
学と他分野
の連携拠点
形成支援プ
ログラム 

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

数学と数理科学の連携
拠点の形成を目指す大
学、研究機関等におけ
るワークショップの開催
を支援することで、両者
の協働作業による研究
テーマの設定から研究
の実施につなげていく
よう推進するだけでは、
大きな成果は期待でき
ない。より、連携を高め
るために、数学と数理
科学の両方の研究を理
解できる研究者を育成
すべきである。そのた
め、より多くの予算が必
要である。 

日本は、数学と数理科
学の分野の距離が、諸
外国と比べて大きく離
れているように感じる。
しかし、数理科学に応
用を持ちながら、純粋
数学としての興味を持
たれる分野も存在す
る。（たとえば、複雑性
やランダム性は、コンピ
ュータサイエンスや、確
率論、幾何学、群論な
どの研究分野で興味を
持たれている。）このよ
うな、数学・数理科学の
両分野をより発展させ
るためにも、連携の場を
作るだけではなく、それ
らを理解できる研究者
の育成も同時に行うべ
きである。 

5867

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24004

次世代がん
研究戦略推
進プロジェク
ト

このまま
推進す
べき

高齢化社会の進行に伴
い、がん患者は増加す
ることが予想されるが、
治療法の開発はいまだ
十分とはいえない。新た
な治療法開発のために
はがんの分子生物学的
特徴のより深い理解が
必要であり、そのため
の研究は今後も推進し
ていくべきと考える。

がん治療は近年分子標
的薬の登場により一層
の進歩を遂げているが
いまだに治療不能のが
んで命を落とす人は多
い。我が国がますます
高齢化社会となりがん
患者数が増加すること
を考えると、そのような
予後不良のがんに対す
る治療法の開発は急務
であると言える。

グローバルCOEプログ
ラムは、日本の既存の
大学組織では困難であ
った新しい研究分野の
研究体制を構築し、そ

グローバルCOEは、日
本の研究大学間の競争
を高め、各大学が得意
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5868

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24143

大学院教育
改革推進事
業のうち、グ
ローバル
COEプログラ
ム

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

のための人材育成を行
うことに成功してきた。
競争的な資金配分によ
り、大学運営にも新しい
研究分野でのグローバ
ルなレベルでの研究競
争に取り組むインセンテ
ィヴを生んだ。競争的資
金の獲得が大学にとっ
て魅力的なものにする
ためには、間接費を配
分することが必要であ
る。間接費の復活を含
め増額が必要である。 

分野を自覚し、資源を
集中し効率化していくた
めの起爆剤として十分
に機能した。新しい分野
の教育体制も整ってき
たところで、縮小・中断
することは、拠点に結集
した研究者の雇用を失
わせるだけではなく、育
ちつつある学生の活躍
の場もなくなることを意
味する。 

5869
公益
法人

60歳
～

文部
科学
省

24182

産学イノベー
ション加速事
業（産学共創
基礎研究基
盤）

このまま
推進す
べき

企業の研究開発には大
学等の研究成果が貢献
するところが極めて大で
ある。産学が良好なる
連携を図りながら大学
等の研究を推進する本
施策は是非実行すべき
である。

産業側の意見を取り入
れて大学等の研究を推
進する本事業はアイデ
アが画期的であり、是
非推進すべきである。

5870

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24008
テニュアトラ
ック普及・定
着事業

このまま
推進す
べき

若手研究者が自立して
研究できる環境の整備
を推進してほしい。

現状は、若手研究者に
自立と活躍の機会を与
える環境が十分に整備
されていない。

5871

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

「若手研究（A）・（B）」
は、若い研究者にとって
研究費獲得の登龍門と
なっており、大幅な拡充
は必要である。

新しい研究の芽を育て
るためには、採択率を
上げて、多くの研究者を
支援する必要がある。

5872

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

グローバル化の潮流の
中で、日本が熾烈な国
際競争に参加できるだ
けの科学的地位・水準
を保つために必須の施
策であり、少なくとも現
状維持、できる限り増額
すべきと考える。具体的
には研究のすそ野をひ
ろげるために基盤研究
Cを拡充し、また研究者
の共同・協力作業でシ
ナジー効果を生み出そ
うとする新学術領域研
究を充実させることが重
要と考える。

科学研究費補助金は、
多くの研究者が「ピア・
レビュー」で採択課題を
決める数少ない競争的
経費である。広い分野
の審査員が審議するの
ではなく、該当研究分
野の研究者による審査
が行われるため、非常
にシビアな基準で採否
が決められるということ
になる。トップダウンで
進めるべき研究課題も
あるが、科学研究費補
助金のような貴重な施
策は日本にとって極め
て重要である。
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5873

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

我が国の研究者の研究
活動を支える重要な競
争的資金であり、このま
ま推進すべきである。 

大学等の研究費が減少
するなかで、公的な研
究資金による研究支援 
は必要である。 

5874

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24002
海洋生物資
源確保技術
高度化

このまま
推進す
べき

当たり前のことではない
でしょうか？ 
日本人の食事から、「魚
介類（海洋生物資源）」
がなくなることが考えら
れるでしょうか？他国だ
けを頼りにしていいので
しょうか？やはりこの施
策は必要ですよ！

日本人だれに聞いても
「必要」とこたえるので
は 
（意見と理由、ひとつで
よいのでは？） 

5875

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

基礎研究を行う大学等
に在籍する研究者にと
って、その研究活動を
支える重要な競争的資
金であり、着実な予算
確保が必要であると考
える。

大学等の研究費が減少
する中で、公的な研究
資金による研究支援は
必須である。GFPやiPS
細胞など基礎研究がも
とで発展した重要な発
見を今後も我が国から
発信するために、さらな
る支援を希望する。

5876

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24141
特別研究員
事業

このまま
推進す
べき

自立した研究者を目指
す博士課程学生を財政
面で支援する制度であ
り、将来の科学技術発
展に貢献する人材育成
のために必要である。

研究者を目指す博士課
程学生は、研究面でも、
日常生活面でも、財政
的な基盤に欠ける場合
がほとんどである。彼ら
の中に存在する、将来
の科学技術発展を担う
人材を、金銭的な理由
でつぶさぬように、本制
度のような適切な支援
策が必要と考える。

5877
民間
企業

40～
49歳

総務
省

20102
超高速光エッ
ジノード技術
の研究開発

このまま
推進す
べき

インターネット通信容量
が年率40%で増大し続
けており、従来技術の
ままでは破綻の危険性
がある。この通信増大
をエコロジーの面からも
有効な技術で伝送を可
能とするエッジノードと
伝送技術は国内インフ
ラに不可欠であり推進
すべきである。また、技
術確立により、世界の
標準としてビジネスの中
心となるチャンスが生ま
れる。 

インターネットの光伝送
については、低料金の
大容量インフラを構築し
た日本において、技術
革新がそのコアとなって
いることは明白である。
本技術による世界のリ
ードを考えると、超大容
量を扱うエッジノードの
高速化と消費電力削減
のための技術開発を推
進により、容量機器に
対応できるほか、政策
による開発促進を通じ
て、海外に対する優位
性が築けると考えるか
らである。 

先ほど科研費のボトム
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5878

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24136

世界トップレ
ベル研究拠
点プログラム
（ＷＰＩ）

推進す
べきでは
ない

アップ型競争的資金の
比率を増やすべしとの
意見をしたが、じゃどの
ようなトップダウン型の
資金を減らすかとなる
と、いの一番にあがる
のが、世界トップレベル
研究拠点プログラム。
世界拠点をすべき研究
所は理化学研究所を含
め多くあるのであり、そ
れを大学につくる意味
が不明。大学はボトム
アップ型に徹するべし。

大学にトップダウン型の
研究所を必要とする意
味を見いだせず。その
ような資金があるなら、
ボトムアップ型資金ある
いは大学の助教雇用費
へと移管すべし。その
分だけ、多くの若手研
究者・教育者を育成で
きると確信する。

5879

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24004

次世代がん
研究戦略推
進プロジェク
ト

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

なぜ文部科学省単独な
のかわからない。

省庁をまたいで、総合
的に推進すべき。

5880
民間
企業

40～
49歳

文部
科学
省

24177
大強度陽子
加速器施設
（J-PARC）

このまま
推進す
べき

J-PARC等の施設は世
界最高水準の日本の科
学技術や建設技術を維
持するためにも必要不
可欠だと思われる。 
さらに、これらを推進す
ることは、研究者育成と
共に、国内で培われた
技術力を向上させ、国
内産業を育成するため
にも重要と思われる。

J-PARC等の最先端で
特殊な施設建設を定常
的に実施することによ
り、その分野で世界的
にも最先端の技術を持
つ国内研究者や、関連
する民間のメーカーにと
って、その技術力を維
持、向上させるため、さ
らには国内産業発展の
ため非常に重要と考え
る。さらに、これらの海
外流出の防止にもつな
がると考える。

5881

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24177
大強度陽子
加速器施設
(J-PARC)

このまま
推進す
べき

世界でトップレベルにあ
る加速器施設であるJ-
PARC関連プロジェクト
を着実に推進し、基礎
科学から産業応用にわ
たる幅広い分野におい
て競争力のある成果を
出し続けるために必要
な予算措置を確保する
べきである。

世界有数の加速器を利
用した基礎研究・技術
開発が今まさに始まっ
たばかりであり、J-
PARCを着実に運用す
ることにより、多岐にわ
たる分野で大きな成果
を生み出していくことが
確実である。さらに必要
な高度化を行っていくこ
とで、日本の国際競争
力を高めるべきである。

大学・

今後も計画を推進すべ
きである。ターゲットタン
パク質研究プロジェクト
は、生物の原点である

生物の基礎であるター
ゲットタンパク質の研究
は将来に非常に重要な
意味を持つと考える。ま
ず、将来に食糧危機が
来るのは明白である。
本研究は将来的に環境
問題、食料問題の解決
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5882

公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等） 20～

29歳

文部
科学
省

24122

革新的タンパ
ク質・細胞解
析研究イニシ
アティブ

このまま
推進す
べき

蛋白質の解析を行い成
果を得ている。これは、
構造解析と機能解析の
結びつきを強めてきた
このプロジェクトの成果
といえる。今後も蛋白質
の機能的、構造的解析
を行っていく事で新しい
技術の開発につながる
と考える。

につながると考える。実
際に本国での基礎研究
は後れをとっている。本
プロジェクトの推進で技
術レベルの向上を促す
事がライフサイエンス全
体のためとなることは明
白である。これらの研究
は通常の科研費の予算
規模では推進不可能で
あり、今後もさらに強力
に本プロジェクトを推進
すべきであると考えま
す。

5883

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24008
テニュアトラ
ック普及・定
着事業

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

研究費だけでなく、テニ
ュアトラック教員のため
のオフィススペース等研
究環境の整備、研究補
助を行う技術補佐、事
務職員の増員ができる
ように間接経費の増額
を行うべき。

研究費だけで若手研究
者が自立できるような
環境が整えられるのは
すでに研究費以外の研
究環境が整っている研
究機関に限られる懸念
がある。

5884
民間
企業

40～
49歳

経済
産業
省

27173
革新的次世
代石油精製
等技術開発

このまま
推進す
べき

エネルギーセキュリティ
の観点から、従来の石
油精製技術の上に胡坐
を書いているような構造
では、ジリ貧となる。 
従来よりも高い効率で
重質油から軽質油、石
油化学品を生産する技
術を確立し、世界に技
術で優位に立つ必要が
ある。

市場原理から、日本に
入ってくる原油は重質
化して行く一方で、重油
の需要低減の傾向は著
しい。従来の精製技術
の組合せではいずれ限
界が来る。資源の無い
我が国が、資源保有国
に対し優位に立つには
技術を供与しgive&take
の関係を構築する必要
がある。 

5885
民間
企業

50～
59歳

厚生
労働
省

25101

先端的基盤
開発研究（創
薬基盤推進
研究）

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

ライフサイエンス分野、
とりわけ画期性の高い
新薬の創生・開発につ
いては国家戦略上も非
常に重要な分野であ
り、民間と政官が明確
なビジョンを持って、将
来の日本を支える産業
として育てていく必要が
ある。どの基盤研究に
焦点を与えるかというこ
とには広範な立場から
見直しが必要である
が、米欧に勝る環境を
作るための基盤環境推
進は必須である。

言うまでもないことだ
が、日本が将来どのよ
うな産業基盤の中で国
益を増進していくかを考
えた時に、医療・医薬の
分野については外せな
い。応用・開発研究は
基本的に企業主導であ
るが、1社では踏み込め
ない基盤的テーマにつ
いて国の研究や資源を
整えていただくことには
強い期待がある。また、
採算性の悪い必須領域
などの研究を国主導で
進めることは国民の健
康政策上も必要性が高
い。

脳卒中後遺症の新たな
治療の研究促進を強く
望んでいます。脳卒中

脳卒中発症後、リハビリ
を経て自宅退院した後
の方のお話では、機能
の維持を目的にするの

22



5886
民間
企業

20～
29歳

総務
省

20004

脳の仕組み
を活かしたイ
ノベーション
創成型研究
開発

このまま
推進す
べき

後、ある程度障害が固
定されるとなかなか機
能回復が難しいと思い
ますが、回復を望める
一途の希望として、今
後たくさんの方が必要と
する研究だと思います。

ではなく、機能回復を目
的としたリハビリを望む
声を多く聞き、今回の研
究はたくさんの方が望
んでいると強く思い、今
後はこのような研究が
進められるべきと思い
ました。

5887

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24140
RIビームファ
クトリー計画
の推進

このまま
推進す
べき

世界最強度のRIビーム
（放射性同位元素ビー
ム）を供給し、原子核物
理学や宇宙物理学など
の基礎科学のみならず
応用研究の新展開も期
待されている理化学研
究所の RI ビームファク
トリー計画を強く推進し
て頂きたい。世界最高
性能を誇るRIビームファ
クトリーの重イオン加速
器は、現時点で運転予
算の関係で年間５ヶ月
しか運転できていない。
同様な研究計画を有す
るドイツのFAIR計画が
ごく最近建設に着手し
た。基礎科学における
日本のリードを揺るぎな
いものとし、日本発の
数々の研究成果を発信
するためにも、運転可
能期間の追加も含め是
非RIビームファクトリー
計画の推進をお願いし
たい。

RIビームファクトリー計
画の推進は、未知の原
子核を大量に生成しビ
ームとして供給すること
ができるために基礎科
学、応用研究にとって
非常に重要な役割を果
たしている。大学の研
究グループとしてRIビー
ムファクトリーで研究を
展開しているが、世界
最強度のRIビームによ
る実験で研究の最先端
を走り続け、数多くの研
究成果を上げることが
出来ているだけでなく、
次世代を担う若手研究
者育成にも大きな枠割
りを果たしている。今後
のRIビームファクトリー
加速器や実験装置の充
実、高度化は、日本の
基礎科学への貢献およ
び日本の次世代を担う
研究者の育成に重要で
あると確信する。

5888

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

内閣
府

13101

沖縄科学技
術大学院大
学の開学準
備

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

 沖縄科学技術大学院
大学OISTは世界に我
が国の科学技術の考え
方を示す象徴であるこ
とから、目先の利益にと
らわれず、粛々とレベル
の高い学術研究を目指
すとともに、これからの
世界の発展に欠くべか
らざる人材の育成を行
なって頂きたい。まだま
だ東アジアで日本を凌
駕する研究人材・組織
を有する国は存在しな
いし、日本の姿勢に対
する信頼は国際的にも
高い。OISTはこれらを
体現する存在であって
欲しい。

 これまで理事長の個
性が強く出た準備段階
での問題を早急に解決
し、PIの独立性を尊重し
つつも、建学の理念を
明確にして、研究教育
の最高学府にして頂き
たい。沖縄側でも最先
端のゲノム解析研究組
織を立ち上げ、世界レ
ベルの拠点を形成し、
OISTのカウンターパー
トとなるうる沖縄ゲノム
研究推進協議会により
産官学の連携を行なう
枠組み作りを進めてい
る。今後このような内外
との開かれたネットワー
ク形成により、研究に活
力・推進力をつけて欲し
い。期待しています。
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5889

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

総務
省

20110

フォトニックネ
ットワーク技
術に関する
研究開発

このまま
推進す
べき

情報通信におけるネット
ワークは，いわゆる交
通における道路・鉄道
などと同じであり，その
整備・推進に国が関与
することは必然であろ
う．また世界的に叫ば
れているCO2削減という
方向性に合致したネット
ワークへの研究開発は
是非推進するべきであ
る．

我が国におけるネットワ
ークの普及は目を見張
るものがあり，直接では
なくとも間接的に利用者
となっている者を含めれ
ばほぼ全ての国民が該
当するほど社会的に重
要なインフラとなってい
るからである．

5890

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24174

革新的ハイ
パフォーマン
ス・コンピュ
ーティング・ 
インフラ
（HPCI）の構
築

このまま
推進す
べき

革新的ハイパフォーマ
ンス・コンピューティン
グ・ インフラ（HPCI）の
構築を迅速かつ着実に
推進することは、日本の
科学分野にとって極め
て重要であり、その重
要性を再認識していた
だき、国内の研究者の
これまでの努力と成果
を無にするようなことは
決してないよう強く希望
いたします。

近年、生命科学におい
てコンピュータ・シミュレ
ーションや大規模データ
の解析を通した生命現
象の統合的に理解や予
測を行う計算科学の分
野が、国内外において
急速に進展しつつあり、
巨大なコンピュータ資源
およびそれを生かすた
めのアプリケーションの
開発が必要となります。
また、本施策は創薬や
医療への広い応用が生
命科学分野においても
期待されていることから
も、推進を止めることに
よる、将来への影響は
計り知れません。

5891
民間
企業

20～
29歳

経済
産業
省

27007

次世代印刷
エレクトロニ
クス材料・プ
ロセス基盤
技術開発事
業

このまま
推進す
べき

アジア勢の経済力が増
している一方で低迷を
続ける日本産業の活性
化、及びものづくりにお
いて一層強く求められ
る省資源、省エネを実
現するために次世代エ
レクトロニクス技術開発
は優先されるべき分野
である。また、印刷技術
を駆使することでエレク
トロニクス素子の大面
積化、軽量化、低コスト
化及び大量生産性を実
現可能であり、日本の
部材産業及びデバイス
産業の競争力を高め、
経済を活性化すること
が期待される。

エレクトロニクス機器製
造エネルギーの削減、
素材製造時の省資源
化、及び大型軽量情報
端末機器の開発による
電子産業における新た
な市場創出といった観
点から、本施策はグリ
ーンイノベーション及び
新産業創出の両課題の
実現を可能にする。さら
に本施策により提供さ
れる化学材料により、
強い国際競争力を有す
る日本の化学産業を活
性化させ、新市場創
出、新雇用創出を推進
することが期待される。

5892

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公

40～
49歳

文部
科学
省

24009
特別奨励研
究員事業

このまま
推進す
べき

若手研究者が自立して
研究できる環境の整備
を促進してほしい。

現状、若手研究者に自
立と活躍の機会を与え
る環境が十分に整備さ
れていない。
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設試
等）

5893

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24008
テニュアトラ
ック普及・定
着事業

このまま
推進す
べき

次の時代の研究者を確
保する上で，大学にイン
センティブが働くような
支援は必要である。24
年度以降も公募が行わ
れる必要がある。

研究者養成の支援策と
して必要である。

5894
民間
企業

40～
49歳

総務
省

20110

フォトニックネ
ットワーク技
術に関する
研究開発

このまま
推進す
べき

これまでの総務省や
NICTのフォトニックネッ
トワークに関する委託
研究開発により、基盤
技術として優位性を確
立したフォトニック技術
は、さらに推進されるべ
きである。総合科学技
術会議が選定した革新
的技術にも「高速大容
量通信網技術・オール
光通信処理技術」があ
げられており、これまで
の実績を利活用促進す
るためにも、低消費電
力かつ高効率なインタ
ーネット通信インフラを
実現するフォトニックネ
ットワーク技術開発を加
速すべきである。 

インターネット容量が増
大し続けていることに対
し、これを解決する大容
量化技術と共に、消費
電力削減が、非常に重
要となっている。通信機
器メーカーはコスト圧力
を海外メーカーから受
けており、基盤技術だ
けでなく実インフラ構築
に向けて海外競争力を
高めていくためにも、政
策による推進が必須で
ある。 

5895

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

 我が国の研究者の研
究活動を支える重要な
競争的資金であり、予
算規模を拡充すべきで
ある。 
 研究者の研究活動を
支援する重要な制度で
あり、着実な予算確保
が必要。 
 基礎研究を行う大学、
独立行政法人、民間企
業の研究所等に在籍す
る研究者が応募できる
もので、 研究者が応募
しやすい研究資金であ
る。 
 若手研究（A）・（B）」
は、若い研究者にとって
研究費獲得の登龍門と
なっており、大幅な拡充
は必要である。 

 新しい研究テーマにチ
ャレンジするため、応募
しやすい研究資金制度
である。 
 新しい研究の芽を育
てるためには、採択率
を上げて、多くの研究者
を支援する必要があ
る。 
 大学等の研究費が減
少するなかで、公的な
研究資金による研究支
援は必要である。 

この施策により、多くの
大学院学生や若い研究
者が分野間の壁を超え
て主体的に研究を行え
る様になった。特に、学 こうした教育プログラム
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5896

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24143

大学院教育
改革推進事
業のうち、グ
ローバル
COEプログラ
ム

このまま
推進す
べき

生が自ら研究計画を提
案し、予算を獲得して研
究を実施する様になっ
たことは大きな進歩で
ある。ベテラン教員の間
でも、大学院学生のた
めのさまざまなプログラ
ム実施を通じた協力や
分野横断セミナーなど
を通じて、新たな研究の
芽が生まれつつある。
現在のグローバルCOE
プログラムは、このまま
継続してその成果を見
極め正しく評価すべきで
ある。

の成果を正しく見極め
るには、ある程度時間
がかかる。現在のグロ
ーバルCOEプログラム
はその多くが有効に機
能している。このまま継
続して、その成果を正し
く評価し新しい施策に反
映することにより、今後
の新しい施策をより有
効なものとすることがで
きる。

5897
民間
企業

50～
59歳

経済
産業
省

27007

次世代印刷
エレクトロニ
クス材料・プ
ロセス基盤
技術開発事
業

このまま
推進す
べき

新しい技術を開発する
ことで日本の製造業が
続けられるような事業と
思われます。

日本の優れた印刷技術
と最先端のエレクトロニ
クスを結び付けることが
出来れば間違いなく海
外に勝てる技術になる
と思います。

5898
民間
企業

40～
49歳

経済
産業
省

27173
革新的次世
代石油精製
等技術開発

このまま
推進す
べき

地球温暖化防止のため
の二酸化炭素排出量の
大幅な削減技術、エネ
ルギー多様化の観点か
ら非在来型石油資源の
有効活用技術は重要と
考える。そのような技術
は、直近ではメリットが
見込めないため民間企
業だけで研究開発を進
めるのは困難である。こ
のように重要だが長期
的なテーマは国が主導
して進めるべきではな
いだろうか。

エネルギーとしての石
油資源はその使いやす
さから今後数十年にわ
たって、なお主役と思わ
れる。ただし資源に限り
があるため、有効に利
用する方法が必要であ
る。上記技術の確立に
よってそれは達成でき
る。

5899

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24143

大学院教育
改革推進事
業のうち、グ
ローバル
COEプログラ
ム

このまま
推進す
べき

日本が「科学技術創造
立国」を目指す上で、人
材の継続的育成とそれ
を可能とする教育・研究
機関の充実化が不可欠
である。そのための財
政支援は、国策として
行われるべきであり、グ
ローバルCOEプログラ
ムは、優先的に推進さ
れるべき施策であると
考える。

教育研究拠点形成のた
めの取り組み方には短
期的に評価・改善を行う
ことは有効と思うが、人
材育成支援には長期的
な展望が不可欠と考え
る。取り組み方の修正
に基づかない財政支援
の縮小は、拠点形成の
ための活動の縮小を始
め、大学院生への支援
の縮小や拠点形成のた
めに雇用された教職員
の雇用不安にもつなが
りかねない。また、その
ような状況は、本施策
によって支援されるべき
大学院博士課程への進
学者数にも影響し得る
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と考える。世界と伍する
競争力を有する大学づ
くりのために、継続的か
つ定常的な財政支援を
行うべきである。

5900
民間
企業

40～
49歳

総務
省

20118

未利用周波
数帯への無
線システムの
移行促進に
向けた基盤
技術の研究
開発

このまま
推進す
べき

電波は有効資源ですが
有限です。この資源を
多くの国民に有効に活
用するためには、その
未利用部分において官
民協働で新しいアプリ
ケーションを創造し、日
本国内だけでなくワー
ルドワイドな展開考えた
政策的な周波数割り当
てを行っていかなけれ
ばならないと考えます。
この技術開発におい
て、重要なのはコア技
術となるデバイスの開
発ととアプリケーション
開発です。日本の通信
技術を世界のデファクト
スタンダートとしていくた
めに、この技術予算は
確保すべきと考えます。

利用促進が進んでいな
いミリ波帯は減衰が大
きいが帯域が広くとれる
ことから、近距離で大容
量の伝送に向いていま
す。また、現在の高価な
化合物半導体の素子の
デバイスではなく、ＲＦＣ
ＭＯＳ技術を用いた安
価なデバイスで大容量
通信が可能になれば、
家電機器のネットワーク
等のアプリケーションで
広く利用される可能性
が高いと思われます。
未利用周波数の利用促
進を図り豊かな次世代
の情報通信社会を日本
の通信技術でリードして
いくためにも、この技術
開発は重要と考えま
す。

5901
公益
法人

60歳
～

文部
科学
省

24019

数学・数理科
学と他分野
の連携拠点
形成支援プ
ログラム

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

施策の方向性において
は大賛成である。 
更に拡大して拠点の常
設化、世界規模の研究
所（議論の場）を早期に
設立するべきである。

新研究所の設立は 
・日本には世界的に通
用する数理学者が居
る。 
・工学系と違い、装置経
費は不要であり、常に
世界から学者が議論で
きる場の提供（ミーティ
ング室、宿泊施設程度）
で十分、目的は達成で
きる。 
・世界の学者が集うこと
で日本の次世代への刺
激となり、日本が世界
の数学・数理界をリード
することができる。

5902

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

研究を行うための基盤
となる研究費を得て適
切に研究が行えるよう、
本施策はこのまま推進
すべきと考える。

研究実施のためには研
究費が必要である。大
型の研究費は国内の大
学・研究機関の中で特
定の機関に偏って配分
されやすい傾向がある
が、本科学研究費補助
金はピアレビューにより
適切な研究を選択して
補助する仕組みができ
ており、小さな大学・研
究機関に勤める研究者
にも等しく機会が開か
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れている貴重なもので
ある。

5903

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24001

大学発グリー
ン・イノベー
ション創出事
業

このまま
推進す
べき

資源の乏しい日本にお
いて、今後の持続可能
社会を構築するため
に、太陽光などの自然
エネルギーの獲得手段
の確立が必須と考えら
れます。このために、大
学が有するシーズを、
実用化フェーズまで進
める強力なサポートが
必要と考えられます。

大学における研究資金
は従来ほど潤沢とは言
えず、大学教員は研究
室を維持するために、
競争的資金の獲得に時
間の多くを割いている
のが現状です。このよう
な状況を打開し、本当
に必要な研究に打ち込
めるための援助が強く
望まれます。

5904

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24006

ライフサイエ
ンスデータベ
ース統合推
進事業（仮
称）

このまま
推進す
べき

事業の長期的な継続を
求める。

日本には長年の科学の
蓄積があり、知の共有
は現時点で投資額に対
して最もリターンの大き
い政策と考える。特にデ
ータの肥大化が進むラ
イフサイエンスでは、本
政策を継続する事によ
って長期的に国が得ら
れる利益は大きいだろ
う。

5905

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24149
国立大学法
人等施設の
整備

このまま
推進す
べき

国立大学法人での教
育・研究の基盤となる施
設になるため、整備、充
実させてほしい

基盤となる施設が適切
なものでない場合、教
育や研究の妨げになる
かもしれないから。 
また、教育・研究の振興
のためにも充実させる
べきだと考える

5906

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

○ 我が国の研究者の
研究活動を支える重要
な競争的資金であり、
予算規模を拡充すべき
である。 
○ 研究者の研究活動
を支援する重要な制度
であり、着実な予算確
保が必要。 
○ 基礎研究を行う大
学、独立行政法人、民
間企業の研究所等に在
籍する研究者が応募で
きるもので、 研究者が
応募しやすい研究資金
である。

○ 新しい研究テーマに
チャレンジするため、応
募しやすい研究資金制
度である。 
○ 新しい研究の芽を育
てるためには、採択率
を上げて、多くの研究者
を支援する必要があ
る。 
○ 大学等の研究費が
減少するなかで、公的
な研究資金による研究
支援は必要である。

大学・
公的
研究
機関 50～ 文部 国立大学法 このまま

大学などが持続的な成
長・発展をしていくため
には、イノベーションに
より今までになかった新
たな価値などを生み出
すことが必須事項であ

豊かな人材養成や独創
的・先端的な学術研究
を推進するために安全
性(耐震等)・機能性に重
大な問題のある既存建
物を改善し、高度化・多
様化する教育研究活動
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5907

（独
法・公
設試
等）

59歳 科学
省

24149

人等施設の
整備

推進す
べき

り、教育力・研究力を強
化することとなる。ま
た、大学附属病院にお
いては質の高い医療を
提供するためにも、本
事業は極めて重要であ
る。

に必要な新たなスペー
スの確保する。そして、
地域医療の最後の砦と
なる大学附属病院の再
生を行って、高度先端
医療等の提供を行うこ
とは、国民にとって大変
有益なことである。

5908
民間
企業

30～
39歳

文部
科学
省

24137
アルマ計画
の推進

このまま
推進す
べき

ミリ波からサブミリ波へ
観測波長が移る中で、
日米欧の国際協力で進
められた事業であり、運
用が始まる直前までた
どり着いている。一層の
推進を図り、人類共有
の資産というべき宇宙
に対する知的財産の蓄
積をすすめてほしい。

この計画に日本が参加
しているのは、野辺山
宇宙電波観測所などで
の先進的な成果があっ
てこそ。電波天文学は
日本が世界をリードす
る分野の一つ。継続し
て推進を図るべき。

5909

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

欧米諸国と比べて日本
の競争的研究費総額は
少ない。より一層の充
実が望まれる。

世界的な不況の中、資
源に乏しい日本が今後
世界の中で生き抜いて
いくためには科学技術
の発展が不可欠。

5910

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24136

世界トップレ
ベル研究拠
点プログラム
（ＷＰＩ）

このまま
推進す
べき

九州大学の選定につい
ては、出来レース感が
否めないが、既存の5拠
点は当初の計画に相応
しい成果を上げており、
推進すべきである。ま
た、世界トップであり続
けるためには、GCOE等
の併用が必要であり、
留意すべきである。

拠点によっては想定以
上の成果を上げてい
る。

5911

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

日本の国際競争力維持
のため、きめ細かい小
中規模な公的研究支援
は不可欠である。

大学の経常経費が削減
され、公的支援無しに
研究を遂行することが
不可能になってきてい
る。特に優秀な若手研
究者の流出を防ぐため
に現在の制度は推進す
べきである。

5912

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24007

細胞動態シ
ステム科学
基盤研究事
業

このまま
推進す
べき

生命らしい分子機構解
明により、多様で臨機
に柔軟なシステムに関
する飛躍知と技術的イ
ノベーションが、基礎・
実用両面に期待され
る。

日本のこれまでの独創
性が生かされる、日本
らしい独自科学分野の
推進である。現在、国際
的にまさに競争が始ま
っており、欧米では大き
く発展させようとしてお
り、時宜を得ている。

将来のフォトニックネット
ワークの実現に向けた
要素技術の研究開発を

日常生活における省電
力化は既に将来の課題
ではなく、今日解決すべ
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5913
民間
企業

40～
49歳

総務
省

20110

フォトニックネ
ットワーク技
術に関する
研究開発

このまま
推進す
べき

通じグリーンICTを実現
していくとの観点は極め
て重要で有り、継続的
かつ着実に取り組むべ
き課題であると考えま
す。また、産学の連携に
より新たなコア技術を創
出すると同時に、その
研究成果を社会還元
し、更には日本発の国
際標準として提案してい
く枠組みの構築も、極め
て有意義であり、かつ
国策として取り組むべき
課題であると考えます。

き課題になりつつあると
認識します。このため、
将来のフォトニックネット
ワークの実現に向けた
研究開発を、個々の研
究機関における個別の
要素技術の検討に留め
るのではなく、コンソー
シアム形成等による関
連機関の連携により、
ICT技術の総体としてグ
リーンイノベーションを
実現することを目的に
掲げている点に本施策
の意義・重要性を感じま
す。

5914

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24010
女性研究者
研究活動支
援事業

このまま
推進す
べき

女性研究者を増やすた
めにも、活動支援事業
はぜひ維持拡大すべき
である。

日本は先進国の中でと
りわけ女性研究者が少
なく、その能力が有効に
社会の発展に寄与して
いない。また、子育てを
しつつ研究を行う環境も
なく、研究のために子育
てを放棄する選択をす
ることも少なくない。今
後の社会の発展や、少
子化をふせぐためにも
ぜひ、この事業を拡充
すべきである。

5915

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24008
テニュアトラ
ック普及・定
着事業

このまま
推進す
べき

女性研究者支援室の整
備等は，男女共同参画
の形成のためにも必要
な施策であるし，より長
期的な支援が必要であ
る。

我が国の女性研究者の
割合を高めていくこと
は，新成長戦略のシナ
リオに沿っている。

5916

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24132

感染症研究
国際ネットワ
ーク推進プロ
グラム

このまま
推進す
べき

長期的視点に基づく、
継続的な本施策の推
進・発展が必要である。

感染症のコントロール
には、グローバルな視
点での持続的ばネット
ワーク形成が必須であ
る。

5917

大学・
公的
研究
機関 30～

文部
科学

24012

博士課程教
育リーディン

このまま
推進す

大学院での国内外の知
的人材の確保のため、
また大学院お国際競争
力熟成のために、博士
課程院生への給与確

知的人材の獲得競争は
世界レベルで熾烈化し
ており、日本の将来の
成長戦略のためにも、
それを先導する知的人
材の確保が急務であ
る。国内外から、特に国
際的に高いレベルの大
学院生を確保するため
に最低限、大学院生へ
の給与の支給を行うべ
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（独
法・公
設試
等）

39歳 省 グプログラム べき 保、留学生への経済的
確保、国際的人材交流
のため基盤的経費の確
保を行うべきである。

きである。また、Ｇ３０で
は留学生への経済的支
援が含まれておらず、
優秀な人材の獲得競争
に負けてしまい実効的
な意味がなくなってしま
う恐れがあるので、この
施策により支援ができ
るようにするべきであ
る。

5918
その
他

40～
49歳

総務
省

20102
超高速光エッ
ジンード技術
の研究開発

このまま
推進す
べき

光通信産業は今最も力
を注ぐべきますます力
を注ぎ、発揮していく産
業だと思います。 
もっともっと、発展させ、
雇用の問題解決にもな
るのではないでしょう
か。若者が、最も注目し
ている分野の産業で
す。

光通信産業は、これか
らの日本の産業の中で
最も重要なグリーンIT
産業である。

5919
官公
庁

40～
49歳

文部
科学
省

24181

イノベーショ
ンシステム整
備事業（地域
イノベーショ
ンクラスター
プログラム）

このまま
推進す
べき

科学技術立国こそ、日
本の進むべき道であ
り、地域イノベーションク
ラスタープログラムは地
域のイニシアチブの下、
地域の特色や特性を活
かし、世界レベルのクラ
スターを形成するもので
あります。将来を見据え
た科学技術を活用した
地域活性化のため、大
きな成果も生じつつある
「知的クラスター創成事
業（第?期）」の優先的な
実施に、ご配慮をお願
いいたします。

ほくりく健康想像クラス
ターでは、知的クラスタ
ー創成事業として５ヵ年
の計画で開始した第?期
事業では、これらの取り
組みをさらに発展させ、
富山・石川両県が国際
的に優位に立ち得る
「医薬基盤技術を活か
したバイオ機器開発」、
「イメージング診断機器
開発」を推進し、特許の
取得、事業化、ベンチャ
ー企業の育成など確実
な成果が見られている
ところである。このた
め、地域イノベーション
クラスタープログラムの
今後も優先的な実施が
必要である。

5920

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24010
女性研究者
研究活動支
援事業

このまま
推進す
べき

女性研究者支援室の整
備等は，男女共同参画
の形成のためにも必要
な施策であるし，より長
期的な支援が必要であ
る。

我が国の女性研究者の
割合を高めていくこと
は，新成長戦略のシナ
リオに沿っている。

5921

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24001

大学発グリー
ン・イノベー
ション創出事
業

このまま
推進す
べき

これぞ待っていた施策

地球環境問題に対し，
大学という事業体として
の取り組みの促進を後
押しすべきである。
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5922
民間
企業

40～
49歳

経済
産業
省

27007

次世代印刷
エレクトロニ
クス材料・プ
ロセス基盤
技術開発事
業

このまま
推進す
べき

現在の半導体デバイス
やＦＰＤなどはフォトリソ
プロセスを用いており成
膜等は真空技術も必要
としています。このプロ
セスは仕様エネルギー
量も大きく又全面に生
成した金属層等の殆ど
を科学的処理いて除去
します。環境的にみて
非常に効率の悪いプロ
セスといえます。 
勿論、機能、性能を持
たせる為には必要であ
ります。しかしこれから
登場する電子ペーパー
やフレキシブルディスプ
レイ等印刷による製造
プロセスがあれば必要
な部分のみをパターン
形成されるので、地球
環境にもエコであり、海
外メーカーとの優位性
を出す為にも推進すべ
きです。

半導体産業が完全に韓
国、台湾をはじめとする
海外メーカーに追い抜
かれ日本国内産業とし
ても立ち行かなくなって
います。 
液晶、プラズマ等のＦＰ
Ｄも同様の事態になる
のは目に見えていま
す。中国でのＦＰＤ設備
投資が盛んであり価格
競争では勝ち目があり
ません。フレキシブルデ
ィスプレイや電子ペーパ
ーのようにこれからのデ
バイスはロールtoロー
ルで印刷により低コスト
で製造ですプロセス構
築は必要です。

5923

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24143

大学院教育
改革推進事
業のうち、グ
ローバル
COEプログラ
ム

このまま
推進す
べき

科学技術分野の国際競
争力が衰えつつある中
で国際舞台で活躍でき
る若手研究者の育成は
長中期的に最優先すべ
き施策であると考えま
す．

弊研究科では本プログ
ラムの元で博士後期課
程学生の育成を推進し
ており，効果を得ていま
す．また，若手の外国
人研究者を雇用するこ
とにより，博士後期課程
学生に国際的な研究環
境を提供しています．さ
らに，若手研究者を中
心とした内部プロジェク
トも立ち上げ，その育成
に努めております．今後
も本体制を維持し，さら
に研究活動の活発化を
図るためには，来年度
も少なくとも現状以上の
予算措置が図られるこ
とが必要不可欠です． 

5924
その
他

30～
39歳

文部
科学
省

24125
免疫・アレル
ギー科学総
合研究事業

このまま
推進す
べき

花粉症の根本治療につ
ながる研究を進めるべ
きです。

花粉症は国民病なの
に、ワクチンは儲からな
いので、製薬会社が開
発しないと新聞で見たこ
とがあります。このよう
な事こそ国がやらなくて
はいけないと思います。

大学・
公的 せっかく持っている技術

宇宙技術への投資は必
ずしも利益につながら
ないのは承知している。
しかしながら、発展途上
国向けに廉価版ばかり
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5925

研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24169
我が国の宇
宙技術の世
界展開

このまま
推進す
べき

やアイデアが、予算の
都合で実証されることな
く終わるのは非常に悲
しい。

作っている技術者は、
自らの技術をもてあまし
つつある。このような最
先端をつぎ込めるもの
づくりをやらなければ、
せっかくの日本の高い
技術が腐ってしまうので
はないかと心配になる。

5926

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

我が国の研究者の研究
活動を支える重要な競
争的資金であり、予算
規模を拡充すべきであ
る。

新しい研究テーマにチ
ャレンジするため、応募
しやすい研究資金制 
度である。

5927

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24129
バイオリソー
ス事業

このまま
推進す
べき

事業の長期的な継続を
求める。

中国等諸国には次世代
シークエンサ等の新型
機材の導入では大幅に
遅れをとり、戦略性も見
えない日本サイエンス
は今後降下をたどるだ
ろう。その中で、今まで
に培ったリソースは日
本が地位を保つ、最も
心強い頼み綱である。

5928

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

科学研究費補助金は、
我が国の学術研究を支
えてきた最も重要な研
究資金であり、今後も
我が国の科学技術を支
えるため、学術研究の
多様性を確保し、大学
等における学術研究の
振興にとって科学研究
費補助金の果たす役割
は大きい。基礎研究を
推進する上で基盤とな
る科学研究費補助金の
重要性に鑑み、さらなる
予算の充実を望みた
い。

科学研究費補助金は、
研究者の自由な発想に
基づいた人文・社会科
学から自然科学までの
あらゆる分野にわたる
学術研究を支援する重
要な研究資金であり、
学術研究の多様性を確
保しつつ、独創的な研
究を支援することによ
り、研究活動の裾野を
広げ、持続的な発展と
重厚な知的知的蓄積の
形成に資するという大き
な役割を果たすもので
あるため。 

5929

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

研究者育成には欠かせ
ない制度の一つだと考
えるから。

所属機関において配分
される研究費が年々厳
しくなっている状況下で
は、こういった外部資金
の制度が必要であると
思うから。

5930

大学・
公的
研究
機関
（独

30～
39歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

基礎研究を行う大学、
独立行政法人、民間企
業の研究所等に在籍す
る研究者が応募できる
もので、研究者が応募

新しい研究テーマにチ
ャレンジするため、応募
しやすい研究資金制度
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法・公
設試
等）

しやすい研究資金であ
る。

である。 

5931

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

研究者の研究活動を支
援する重要な制度であ
り、着実な予算確保が
必要。

大学等の研究費が減少
するなかで、公的な研
究資金による研究支援 
は必要である。 

5932

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24012
博士課程教
育リーディン
グプログラム

このまま
推進す
べき

大学院における教育機
能を強化するための支
援策として重要である。

国際社会で通用する人
材育成は，我が国の発
展のために必要不可欠
である。

5933
民間
企業

40～
49歳

総務
省

20102
超高速光エッ
ジノード技術
の研究開発

このまま
推進す
べき

今や国家の通信インフ
ラとして不可欠なものと
なっているインターネッ
トは、そのトラヒックが年
率40%で増大し続けてい
る。そのトラヒックを効
率よく基幹網に収容す
る高速・低消費電力な
エッジノードと、デジタル
コヒーレント光送受信機
の開発は喫緊の課題で
ある。特にデジタルコヒ
ーレント方式はこれまで
の光通信方式を大きく
塗り替えるものであり、
世界市場制覇に向けて
日本が世界に先駆けて
実装技術を確立すべき
ものである。

超高速光エッジノード技
術の研究開発におい
て、エッジノードの高速
化と消費電力削減のた
めの技術開発を推進す
ることにより、快適なブ
ロードバンドサービスの
提供が可能となる。ま
た、デジタルコヒーレン
ト光送受信機能実装技
術の推進により、産官
学のコアコンピタンスを
結集してコア技術となる
アルゴリズムの検証お
よびLSIチップ設計法の
確立が短期間のうちに
図れ、日本の海外に対
するアドバンテージを築
ける。

5934

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24012
博士課程教
育リーディン
グプログラム

このまま
推進す
べき

国内外の社会のあらゆ
る分野で活躍する、国
際社会でリーダーシップ
を発揮する人材が必
要。

国際競争力の強化のた
めには、優れた人材を
養成する必要がある。

5935

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24009
特別奨励研
究員事業

このまま
推進す
べき

20年後あるいはそれ以
降の持続的な我が国の
科学技術の発展に資す
る施策だと思います。

一つの大学が持つ資源
（人的、経済的、物的）
には限りがあります。日
本の大学あるいは公的
研究機関が「一つの大
学」のように機能する環
境を優秀な若者に提供
することは資源の有効
活用になり、その効果
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は極めて大きいと期待
されます。

5936

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

研究者の研究活動を支
援する重要な制度であ
り、着実な予算確保が
必要である。特に「若手
研究（A）・（B）」は、若い
研究者にとって研究費
獲得の登龍門となって
おり、大幅な拡充が必
要である。

新しい研究の芽を育て
るためには、採択率を
上げて、多くの研究者を
支援する必要がある

5937

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

科学研究費補助金は日
本の科学研究活動の基
盤であり、減らすべきで
はない。

科学研究費補助金は研
究活動のミニマムを保
障する支えるものであ
り、増減させてはならな
いものであるから。

5938

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

科学研究費補助金の拡
充については、積極的
に進めるべきと考える。

研究者の自由な発想に
基づく基礎的研究の進
展は、結局は一国の科
学技術力の水準・力量
の向上に大きく寄与し、
そのことが個別のイノベ
ーションを軸とした新産
業の創出に繋がること
になる。特に新規性や
独創性、及び社会的重
要性なども採択に当た
って重要なファクターと
なっている科研費の拡
充は、現政権の目指す
新成長戦略などにも合
致するものであるし、多
くの大学・研究機関にと
っても研究の推進や質
の維持に今や不可欠の
ものとなっていると考え
る。

5939
民間
企業

50～
59歳

総務
省

20006

ホワイトスペ
ースにおける
新たなブロー
ドバンドアク
セスの実現
に向けた周
波数高度利
用技術の研
究開発

このまま
推進す
べき

まさに周波数は資源で
あり、その資源を効率
的に有効活用するうえ
でこの研究開発は非常
に大事であり、諸外国
に先駆けてこの技術を
確立していかなければ
いけないと思います。

無線通信技術はますま
す発展し、周波数の枯
渇が問題になる、また
既得周波数を他に使え
る様にするために大事
な技術である為。

民間 40～ 総務
ユニバーサ
ル音声・言語 このまま

近年の急速なグローバ
ル化の中で、コミュニケ
ーション技術はますま
す必須となっている。一
般企業においても、英

近年の日本の国力の弱
体化の一因として、コミ
ュニケーション能力の低
さが挙げられると思わ
れる。新興国等に対抗
していく意味でも、より

35



5940

企業 49歳 省

20112

コミュニケー
ション技術の
研究開発

推進す
べき

語能力が必須化される
状況であり、国において
もコミュニケーション強
化の施策はより強く推
進すべきと考える。

高いレベルでのコミュニ
ケーション能力が今後
ますます必要とされると
思われるので、こういっ
た分野への研究開発は
より推進していくべきだ
と考える。

5941

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24174

革新的ハイ
パフォーマン
ス・コンピュ
ーティング・イ
ンフラ（HPCI）
の構築

推進す
べきでは
ない

先ほど述べたように、こ
の400億ものトップダウ
ン型資金はボトムアップ
型資金に使うべし。

日本のサイエンス全体
のレベルアップには競
争的資金の比率を増や
し、スパコンも競争的資
金の中での獲得をめざ
すように指導すべき。

5942
公益
法人

60歳
～

文部
科学
省

24130

ライフサイエ
ンス基盤研
究領域事業
（内、オミック
ス基盤研究）

このまま
推進す
べき

次世代シーケンサーに
よる集約的解析基盤構
築に向けて、本施策を
推進すべきである。

本施策において、DNA
やRNAなどの構造や機
能と、これらが関わる転
写制御ネットワークを解
明することは、医薬品の
創出に極めて有益であ
る。

5943
公益
法人

40～
49歳

文部
科学
省

24020

イノベーショ
ンシステム整
備事業（イノ
ベーション成
長戦略実現
支援プログラ
ム）

このまま
推進す
べき

本プログラムの推進を
お願いします。地域の
産業振興のためには、
地域が主体性をもって
科学技術・研究開発に
関する戦略を構築し推
進して、産業創造に繋
げることが必要であり、
そのためには、自治
体、地域の大学、公設
試、民間企業等が緊密
なネットワークを構成す
ることが必要です。本プ
ログラムの趣旨はまさ
にこの目的に合致し、
地域の産業創造、ひい
ては雇用促進・人材育
成に大きく寄与すると考
えられます。 

「新成長戦略」において
「産学連携など大学・研
究機関における研究成
果を地域の活性化につ
なげる取組を進める」と
されたことを踏まえ、本
プログラムはその実現
に向けて、地域の大学
等研究機関の連携によ
る地域貢献機能の強化
を図るものであることか
ら、非常に重要であると
考えられます。また研究
段階から事業化までシ
ームレスに展開できる
よう、関係府省の施策
を総動員して支援する
システムは極めて画期
的で、大きな効果が期
待できると思います。

5944

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24135

最先端研究
開発戦略的
強化費補助
金

このまま
推進す
べき

厳しい財政状況により、
多くの大型研究設備を
整備することが困難に
なっている中で、この状
況を打開するための貴
重な補助金となってい
る。これを短期の施策と
するのではなく、できる
かぎり長期にわたって
措置し、拡充させてゆく

厳しい財政状況により、
多くの大型研究設備を
整備することが困難に
なっており、優秀な研究
者が欧米に流出するよ
うになっている。そんな
中で、この状況を打開
するための重要な施策
となったのが、この補助
金である。世界最先端
の研究施設を整備し、
そこに、国外に流出した
優秀な研究者を還流さ
せるだけでなく、世界中
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ことが重要である。 の優秀な頭脳を集め
て、国際的頭脳循環の
一翼を担うことが先進
国としての日本に課せ
られた使命である。

5945

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24143

大学院教育
改革推進事
業のうち、グ
ローバル
COEプログラ
ム

このまま
推進す
べき

グローバルCOEプログ
ラムついては、さらに拡
充、充実させるべきであ
る。特に、現在選定され
ている拠点の内で、大
きな成果が挙がってい
る拠点については、重
点的に費用配分を行う
べきである。

グローバルCOEプログ
ラムでは、国際的に活
躍できる若手研究者の
育成を目指しており、成
功しているグローバル
COE拠点においては、
以前のCOEプログラム
の期間を含めて、国際
的に第一級の研究成果
と優秀な人材の輩出が
可能となっており、まさ
に世界的な研究拠点が
形成できている。これを
維持しさらに拡充させる
ことは我が国の国際的
研究戦略にとって必須
である。

5946

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

基礎研究を行う大学、
独立行政法人、民間企
業の研究所等に在籍す
る研究者が応募できる
もので、研究者が応募
しやすい研究資金であ
る。平等性の高い唯一
の資金源である 

大学等の研究費が減少
するなかで、公的な研
究資金による研究支援 
は必要である。これが
なければ、研究は成り
立たない。

5947

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24134

戦略的創造
研究推進事
業(社会技術
研究開発事
業を含む）

このまま
推進す
べき

次世代の「トップランナ
ー」を産出、育成し、結
果として日本の国力を
高めていくために推進
すべき。

「研究」は自由なもので
あるべきでボトムアップ
型のものは必要不可欠
であるが、日本が世界
をリードしていくために
はトップダウン型の研究
も必要である。

5948

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24138

Bファクトリー
加速器の高
度化による新
しい物理法
則の探求

このまま
推進す
べき

Bファクトリー加速器を
用いた物理実験では、
過去に数々の成果を出
しており、また小林博
士、益川博士のノーベ
ル賞受賞の直接的な実
験データーを提供した。
このことは日本の基礎
科学の充実を物語る典
型的な例である。また、
Bファクトリー加速器を
用いた物理実験には多
くの海外の研究者が参
加しており、Bファクトリ
ー加速器による基礎科
学への貢献は世界的な
広がりを持っている。今
後基礎科学の更なる充

Bファクトリー加速器の
高度化により、日本国
内での基礎科学の充実
を図ることが出来る。予
算の投資に似合う実質
的な結果を計り難い基
礎研究は敬遠されがち
であるが、基礎研究なく
して科学技術の飛躍は
ありえない。特にBファク
トリー加速器での物理
研究には海外の研究者
が多い。基礎研究の充
実は国内だけでなく、海
外の研究者にも波及さ
せることが出来る。日本
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実を計るためにも、小
林、益川理論の限界に
挑戦し、新しい物理法
則の探求が求められて
いる。Bファクトリー加速
器の高度化はこのまま
推進すべきである。

人だけの環境では不可
能な研究水準の高さを
維持することが可能で
ある。高い研究水準を
満たせば、そこから多く
の成果が期待できる。

5949

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

「若手研究（A）・（B）」
は、若い研究者にとって
研究費獲得の登龍門と
なっており、大幅な拡充
は必要である

大学等の研究費が減少
するなかで、公的な研
究資金による研究支援
は必要である。 

5950

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

研究者の研究活動を支
援する重要な制度であ
り、着実な予算確保が
必要。

大学等の研究費が減少
するなかで、公的な研
究資金による研究支援 
は必要である。

5951

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24149
国立大学法
人等施設の
整備

このまま
推進す
べき

持続的な国立大学法人
等施設の整備に重点を
おくべきである。

科学研究推進に重要な
役割を担う国立大学法
人等施設の維持・改善・
発展は、最も重要な基
本的政策であるべきで
ある。

5952

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

研究者の研究活動を支
援する重要な制度であ
り，着実な予算確保が
必要。

大学等の研究費が減少
する中で，公的な研究
資金による研究支援は
必要である。

文部
革新的ハイ
パフォーマン このまま

スーパーコンピュータは
科学技術競争力を維持
するために必須の研究
設備です。この分野に
おける日本の投資額は
既に米国、中国の数分
の一であり、後塵を拝
する状態です。特に近
年はスーパーコンピュ
ータシステムの大規模
化、複雑化により先端
科学技術分野のニーズ

コンピュータはいまだに
発展中の分野であり、
スーパーコンピュータの
開発、配備、利用は長
期的な視点に立った重
層的、並列的な施策が
要求されます。米国は
ブッシュ政権時代のドク
トリンに従い、DARPA、
DOE、NSFといった機関
が装置開発、配備、利
用技術開発を継続的に
行っています。中国も
2006年から15年の計画
で数兆円規模の投資を
実行中です。 
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5953
民間
企業

30～
39歳

科学
省

24174

ス・コンピュ
ーティング・イ
ンフラ（HPCI）
の構築

推進す
べき

にあったシステムの構
築に高度な技術とノウ
ハウの蓄積が欠かせな
くなっています。これ以
上引き離されれば国内
での計算科学分野の自
律的な発展が停止し、
米国、中国に先端人材
を奪わてしまう結果とな
ります。そうならないた
めに、スーパーコンピュ
ータの開発、配備、利
用の強力な推進をお願
いします。

翻って日本では、スー
パーコンピュータの開発
や利用をあまり区別し
ない単発の国家プロジ
ェクトに留まっていま
す。これは投資額の少
なさと、長期戦略の欠
如の両方に原因がある
と考えられます。 
HPCIの構築に関する具
体的な施策戦略は未だ
に明らかにされていま
せんが、目標としている
スーパーコンピュータの
配備と利用の強化自体
は非常に優先度の高い
科学技術施策でありま
す。

5954

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24143
グローバル
COEプログラ
ム

このまま
推進す
べき

グローバルCOEプログ
ラムは、多数の優秀な
博士課程学生の育成に
確固たる実績を有する
画期的かつ重要なしく
みであり、これを継続し
て実施することは我が
国の科学技術を世界の
最高水準とし世界をリ
ードするために絶対に
必要である。

これまでのGCOE事業
のもとで、すでに多数の
大学院学生が育ってき
ており、この学生が若
手研究者として我が国
科学技術の発展を支え
る段階に入っている。こ
の制度をさらに拡充して
計測することこそ我が
国の科学技術レベル維
持の鍵であると確信す
る。

5955

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24143

大学院教育
改革推進事
業のうち、グ
ローバル
COEプログラ
ム

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

国際的な研究者育成等
に大変重要な役割を果
たしているのにかかわ
らず、間接経費が措置
されなかったのは、大
変遺憾である。他の事
業を廃止や統合をして
でも、維持すべきであっ
た。 

研究者育成や国際拠点
形成に大きな意義があ
り、また、成果がはかり
にくい分野であっても見
事な成果を上げてい
る。人材（研究者）育成
を目的とした他の事業
との統合も含めて発展
的に推進すべきであ
る。

5956
官公
庁

50～
59歳

文部
科学
省

24172
先端研究施
設共用促進
事業

このまま
推進す
べき

研究設備の民間事業者
への開放（利用）は、容
易に自社で持ち得ない
中小企業等には大変意
義あるものである。

研究設備の活用が促進
されことにより、日本の
ものづくり企業やベンチ
ャー企業の技術の向上
を図ることが急務であ
る。

大学・
公的

この科学研究費補助金
は、研究者の独自のア

科研費は研究者の独自
のアイデアで独創的な
研究を行うのに不可欠
である。特に私は自然
科学の基礎研究(原子
核分野)を行っている
が、この基礎研究では
この科研費以外の研究
費はほとんどないのが
実状である。これら基礎
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5957

研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

イデアをいかして、独創
的な研究を行うのに不
可欠な研究費でありま
す。ぜひ、この科研費の
事業を推進していただ
きたいです。

科学は、自然の真理を
追求し、素粒子、原子
核の分野は大きな成果
をあげ、人々に夢をあ
たえることのできる分野
であると思う。また、自
然の真理を追求するた
めに企業と連携して技
術的な革新をずっと行
ってきた。この科研費
は、研究者としての人
材育成にも不可欠であ
るため、さらにこの事業
を推進してもらいたい。

5958

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24010
女性研究者
研究活動支
援事業

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

この支援事業の内容
（「施策の目的及び概
要」に記述されたもの）
の重要性は認めるが、
「女性研究者の採用割
合に係る数値目標につ
いてその早期達成を目
指す」という達成目標は
改めるべきである。そこ
に掲げられた数値目標
「自然科学系全体で２
５％」には合理的根拠
が無い。数値目標にあ
る採用割合を達成出来
るような潜在能力が我
が国の女性研究者層に
現在あるかどうか判定
できない中で、ともかく
数値目標を掲げその達
成を急いでいる点は非
合理的である。

「科学技術基本政策策
定の基本方針」におい
て「自然科学系全体で
（女性研究者の比率とし
て）２５％の目標を早期
に達成する」と記載され
ていること、これを施策
の重要性の根拠として
挙げているが、数値目
標をともかく早期に達成
するための支援事業と
いう位置付けが問題で
ある。根拠の無い数値
目標を達成しようとする
余り、研究・教育現場に
捩れ現象が生じてい
る。例えば（女性研究者
に限る必要性は全くな
いにも拘らず）初めから
女性に限定してスタッフ
を公募する大学や研究
機関が近年散見され
る。また明らかに能力
的に未熟な研究者を女
性であることを斟酌して
採用するケースもある。
斯様な人事は明らか
に、国家の施策によっ
てリードされた性差別で
あって不公正である。こ
の支援事業の重要性は
論を待たないが「達成
目標」や「施策の重要
性」は、非合理的で根
拠のない数値目標を早
期に達成すること以外
に求めるべきだ。女性
研究者と男性研究者の
対等な研究活動を促し
我が国の科学技術の中
長期的発展に資する為
には、上記の例のよう
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な不公正な人事によっ
て見かけの数値目標達
成を強引に目指しても
意味が無い。

5959

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24149
国立大学法
人等施設の
整備

このまま
推進す
べき

大学等が持続的な成長
と発展を成し遂げていく
ためには、イノベーショ
ンにより新たな価値を
生み出すことが重要で
あり、教育力・研究力を
強化することになる。ま
た、大学附属病院にお
いては質の高い医療を
提供するためにも、本
事業は大変重要であ
る。

豊かな人材養成や独創
的で先端的な学術研究
を推進するために安全
性(耐震等)・機能性に問
題のある現在ある建物
の改善、高度化・多様
化する教育研究活動に
必要な新たなスペース
の確保が重要。また、
地域医療の最後の砦と
なる大学附属病院の再
生を行い、高度先端医
療等の提供を行うこと
は、私達国民にとって
有益なことである。

5960

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

経済
産業
省

27022

重質油等高
度対応処理
技術開発委
託費

その他

「27022 重質油等高度
対応処理技術開発委託
費」 
「27023 重質油等高度
対応処理技術開発」 
の２つは、一つに統合し
てから、推進すべきか
の議論をすすめるべき
だと考えます。

内容が類似していま
す。 
実際に「施策の目的及
び概要」の欄でも書き出
しから中頃までの内容 
「化石資源の効率的な
利用…具体的には、」
の内容がまったくの同
文です。 
なおかつこれらは両方
共新規であるので、スタ
ートする前に統合すべ
きと考えます。

5961
民間
企業

30～
39歳

経済
産業
省

27005

グリーン・サ
ステイナブル
ケミカルプロ
セス基盤技
術開発（化学
品原料の転
換・多様化を
可能とする革
新グリーン技
術の開発）

このまま
推進す
べき

植物由来化合物のポリ
マー化技術・材料化技
術の確立を推進すべき

微生物産生ポリマー、
セルロースを利用した
高強度部材、リグニン
構造を利用した高機能
材料等の製造技術の確
立は、石油資源を輸入
に頼る日本にとって極
めて重要。原子力だけ
に頼らず、日本が自立
したエネルギーシステ
ムを構築する上でも将
来的に重要。

5962
民間
企業

40～
49歳

総務
省

20105
光空間通信
技術の研究
開発

このまま
推進す
べき

人工衛星による地球上
の観測画像データは、
資源探査や国土管理等
に用いられ、国民の安
心・安全のために重要
な情報となっている。公
的需要に応じてリアルタ
イムに高精細な観測情
報を取得するために
は、高精細な画像デー
タを高速な衛星地上間
通信によってリアルタイ

人工衛星による地球観
測において、高精細観
測情報をリアルタイムに
取得することは、国民の
安心・安全に資すること
が目的であり、公的需
要に対する研究開発は
国自らが実施する必要
がある。また、新興国へ
輸出するためには、通
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ムに情報転送すること
が必須である。これまで
の電波では実現不可能
である高速空間通信技
術について、光空間通
信技術の研究開発の推
進により、その基盤技
術確立を急ぐべきであ
る。 

信部分だけの研究開発
だけでなく、衛星搭載も
含めたパッケージとして
海外展開する必要があ
る。そのため、国のコン
ダクトにより関係研究機
関との連携が必須であ
る。

5963

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24009
特別奨励研
究員事業

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

科学の発展のためには
新たな人材を創出し続
けることが不可欠。この
ためには若手に魅力あ
る研究員制度を準備
し、意欲ある若手研究
者の育成をはかること
が不可欠である。この
意味でこの施策を是非
とも推進すべきであると
考えるが、そのように採
用された研究員がその
任期後に研究者として
継続的に研究ができる
ようなポストもあわせて
準備すべきである。

大学、公的研究機関に
おける研究ポストの不
足は深刻であり、優秀
な若手研究者が将来も
継続的に安定して研究
を続けていけるよう、研
究者ポスト数全体の底
上げも合わせて考慮す
べきである。

5964
官公
庁

40～
49歳

文部
科学
省

24137
アルマ計画
の推進

このまま
推進す
べき

アルマ計画は、天文学
のみならず、次世代の
科学全般に向けて新た
な地平を拓く実践であ
り、積極的に推進すべ
きである。

アルマ計画は、国立天
文台の日本人研究者が
中心となりつつ、アメリ
カやヨーロッパの天文
学関係者に呼びかけて
実現した国際プロジェク
トである。日本が地球の
未来に向けて貢献すべ
き重要な課題である。

5965

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24113
地球観測衛
星網の観測

このまま
推進す
べき

地球環境の実態を知る
ために世界各国が共同
で取り組んでいる観測
の仕事のうち日本が分
担を約束したものなの
で、外国の観測結果を
利用するためにも、ぜ
ひ実現してほしいです。
もし実施の過程で予想
外の困難が生じた場
合、追加の措置もとっ
て、なるべく遅れのない
ようにしていただきたい
です。また地球環境の
数十年間の変化を知る
必要があるので、当事
業の期間の終わった後
も、観測を継続し、ある
いは上位互換の観測計
画を組んでいただきた
いと思います。得られた
データを他のデータと組

地球観測のうちでも環
境の変化・変動に関す
る観測は、互換性のあ
る方法での長期継続が
必要です。日本の気象
庁の「ひまわり」を含む
気象衛星は継続性は高
いですが気候変化の診
断の目的には複数の衛
星の相互較正の精度に
疑問が残ります。JAXA
とアメリカNASAの共同
事業であるTRMMおよ
びアメリカの衛星Aqua
にのせられたAMSR-E
は予定よりも長期間に
わたって質のよい観測
値をとり続けています。
植生のモニターや雲に
関する詳細な観測に関
しては現在はアメリカの
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み合わせて使うこと
(24102参照)、外国にも
積極的に使ってもらうこ
と(24169参照)も重要で
す。

衛星に頼るところが多
いですが、その継続性
はあまり確かではなく、
日本への期待がありま
す。

5966

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24119
ナショナルバ
イオリソース
プロジェクト

このまま
推進す
べき

ライフサイエンス研究の
実施に不可欠な実験用
動植物等の生物遺伝資
源を確保することは日
本の科学技術の基礎と
なる重要なものですの
で、継続をお願いいたし
ます。

実験用動植物等の生物
遺伝資源を確保するこ
とはライフサイエンス研
究に必要不可欠です。
基盤が安定してあること
により科学技術の安定
した発展が可能となると
考えます。

5967

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24020

イノベーショ
ンシステム整
備事業（イノ
ベーション成
長戦略実現
支援プログラ
ム）

このまま
推進す
べき

他省庁とは異なったや
り方で，是非進めてほし
い。

地域の活性化とともに，
大学のプレゼンスやモ
チベーション向上のた
め，ひいては学生の教
育にフィードバックされ
るため，意義が高い。

5968

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24003

海洋研究開
発機構運営
費交付金「海
洋資源・エネ
ルギーの探
査・開発」(新
規)

このまま
推進す
べき

資源・エネルギーの探
査は、その技術開発と
探査自体の両面を早急
に推進すべきである。

日本国民の将来にわた
る幸福・発展のために
は、その活力の源であ
るエネルギー・資源の
確保を速やかに行うこ
とは不可欠である。中
国が最近の経済発展を
背景に、ぶったくり的に
鉱区申請などを行って
いるのを見るにつけ、危
機感を抱いている。

5969
官公
庁

50～
59歳

総務
省

20102
超高速光エッ
ジノード技術
の研究開発

このまま
推進す
べき

 光通信産業に力を注
ぐことが日本の基幹産
業にとって重要だと思い
ます。光通信産業は日
本の成長産業となり、
将来の雇用対策にもつ
ながると思われます。 
 光通信産業技術の研
究開発は強力に推進す
べきではないでしょう
か。

 日本の光ファイバーサ
ービスは世界のトップク
ラスであり、国際競争力
を考えると、地位を維持
するための研究開発は
非常に重要なことです。
 また、光通信産業は
すべての産業の基盤に
もなり、光通信産業だけ
の問題ではないと思わ
れます。

5970
大学・
公的
研究
機関
（独
法・公

30～
39歳

文部
科学
省

24133
科学研究補
助金

このまま
推進す
べき

○ 我が国の研究者の
研究活動を支える重要
な競争的資金であり、
予算規模を拡充すべき
である。 
○ 研究者の研究活動
を支援する重要な制度
であり、着実な予算確
保が必要。 
○ 基礎研究を行う大
学、独立行政法人、民
間企業の研究所等に在

○ 新しい研究テーマに
チャレンジするため、応
募しやすい研究資金制
度である。 
○ 新しい研究の芽を育
てるためには、採択率
を上げて、多くの研究者
を支援する必要があ
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設試
等）

籍する研究者が応募で
きるもので、研究者が
応募しやすい研究資金
である。 
○「若手研究（A）・（B）」
は、若い研究者にとって
研究費獲得の登龍門と
なっており、大幅な拡充
は必要である。 

る。 
○ 大学等の研究費が
減少するなかで、公的
な研究資金による研究
支援は必要である。 

5971

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24140
RIビームファ
クトリー計画
の推進

このまま
推進す
べき

J-PARC、RIBFの推進
やKEKB高度化など、先
端加速器による基礎科
学を進めてほしい。

この加速器は世界最高
の性能をもち、世界の
研究者から待望されて
いたものであるため。 
また、この計画を一層
推進することで、日本が
当分野で世界を確実に
リードできるため。 

5972

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

研究者の研究活動を支
援する重要な制度であ
り、着実な予算確保が
必要である。 

１．新しい研究の芽を育
てるためには、採択率
を上げて、多くの研究者
を支援する必要があ
る。 
２．大学等の研究費が
減少するなかで、公的
な研究資金による研究
支援は必要である。 
３．長崎県の財政は厳
しいので、地方自治体
の予算の活用は難し
い。他からの予算の確
保は、長崎県の研究者
育成のためにも必須で
ある。

5973

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24008
テニュアトラ
ック普及・定
着事業

このまま
推進す
べき

次世代の日本の研究を
支えるのは若手研究者
である。パーマネントな
職が減少している今、こ
うした事業は必要不可
欠である。

本制度の一層の充実が
ないと、若手研究者とい
う貴重な資産が多職や
外国へ流れてしまう。

5974

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

科学研究費補助金につ
いては、少なくともこの
まま推進すべき、もしく
は更に拡充すべきであ
る。企業、個人からの寄
付金の精度がしっかり
していない我が国では、
地方自治体レベルでは
なく、国自身がしっかり
と予算をとって音頭をと
っていかなければ、長
期的な目で見た場合、
科学力が衰退し、ひい

我が国の研究者が得ら
れる予算の、かなりの
部分を科研費が占めて
いるが、長期的な科学
研究の予算が非常にと
りにくい。特に基礎研究
の類いは成果が分かり
にくく、時間のかかる物
が多いが、そういった地
道な研究が、真の科学
的イノベーションを引き
出し、10年、20年という
長期的な国力を底上げ
する。経済が厳しい今
でこそ、きちんと各大
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ては国力が衰退してい
ってしまう。

学、研究機関まで行き
渡るような科研費を拡
充しておかないと、将来
大きなしわ寄せがくる。

5975

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24177
大強度陽子
加速器施設
（J-PARC）

このまま
推進す
べき

陽子ビームの強度の増
強、安定供給のための
措置を推進すべきで
す。

J-PARCで遂行されて
いるニュートリノの実験
は、基礎物理の分野で
世界的成果を期待され
ています。一方、国際競
争も激しく、すみやかな
ビーム強度の増強、安
定供給が要求されてい
ます。

5976

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

基礎研究を行う大学、
独立行政法人、民間企
業の研究所等に在籍す
る研究者が応募できる
もので、研究者が応募
しやすい研究資金であ
る。

大学等の研究費が減少
するなかで、公的な研
究資金による研究支援 
は必要である。

5977

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24005

橋渡し研究
加速ネットワ
ークプログラ
ム

このまま
推進す
べき

長期的視点に基づく、
継続的な基礎研究から
臨床研究への橋渡し促
進を、推進・発展させる
べきである。

これまでの成果を、臨
床応用の最終段階まで
に結びつけるために
は、長期的視点に基づ
く、継続的な事業推進・
発展が必要である

5978

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24149
国立大学法
人等施設の
整備

このまま
推進す
べき

国立大学法人化後、第
２次国立大学等施設緊
急整備５か年計画や国
立大学法人等の自助努
力により、耐震化等の
老朽再生や狭隘解消、
アスベスト対策などの
取組を優先して、着実
に施設整備が図られて
きているところである。
今後も安心・安全な教
育研究環境の確保を図
るとともに、科学技術関
連の新たな政策的課題
や社会的要請への対応
が急務であり、施設の
耐震化、老朽・狭隘等
に対応すべく安定的・継
続的な予算措置が必要
である。

国立大学法人等におい
ては、これまで多様な
研究分野や産業等への
波及効果を生むととも
に国民に夢や希望を与
える大型のプロジェクト
をはじめ、先端的・独創
的な研究を推進するた
めの研究施設の整備を
推進してきたが、長期
的視点に立った安定
的・継続的な財政支援
を行っていくことにより、
さらに大学等が有する
研究施設の整備を図
り、先端的・独創的な研
究成果を持続的に生み
出すことが必要である
ため。

5979

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公

20～
29歳

文部
科学
省

24141
特別研究員
事業

このまま
推進す
べき

大学院博士課程修了後
に研究者を目指す者に
とって，キャリアパスの
一つであり，同制度の
充実は必要である。

将来，我が国を支える
研究者集団を継続的に
養成するために必要な
施策である。
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設試
等）

5980
民間
企業

40～
49歳

総務
省

20003

新世代通信
網テストベッ
ド(JGN-X)構
築事業

このまま
推進す
べき

エネルギー消費等の現
在のネットワークが抱え
る問題を抜本的に解決
するに技術開発は将来
に渡り重要な社会基盤
として 
国際的にも先端技術を
維持・推進するために
推進します

既存のJGN網における
多岐な研究報告は極め
て貴重で価値が高いも
のであり、JGN-X網は
更なる結果が期待でき
る

5981
民間
企業

40～
49歳

総務
省

20113

ワイヤレスネ
ットワーク技
術に関する
研究開発

このまま
推進す
べき

・今後、公共系ライフラ
インのワイヤレス化は
スマートグリッド等への
促進の為に必須と考え
る。 
また日本だけでなく発
展途上国への技術輸出
等でこの分野の世界で
のイニシアチブを取るべ
き。

・民間企業がそれぞれ
独自に研究開発を行う
と統一した規格の策定
が遅れ効果が薄れる。
先ずは、日本国が世界
に先駆け行い、統一し
た仕組みを作る必要が
ある。

5982

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

新たな知を生み出す基
礎研究に対する、ボトム
アップ形式の唯一の研
究 
支援であり、さらなる推
進をはかることが望ま
れる。他の研究費では
大型だったり、基礎研
究では採択されないも
のも多く、公的なもので
日本の基礎研究の基盤
となり、発展を支えてき
た研究費である。

臨床的な研究も基礎研
究の上に成り立ってお
り、その研究を支えてい
る主な研究は科学研究
費補助金であることは
間違いない。科学研究
費補助金による支援な
くしては、そのような研
究が我が国から生まれ
ることは大変困難にな
る。それとともに、大型
研究ではなく個々の研
究者の発想による研究
費のほどん度は科研費
で賄われており、この研
究費の削減は日本の研
究業界全体の衰退を引
き起こしてしまうと考え
られる。知的創造力を
国力の基本とする我が
国にとって、もっとも重
視されるべき制度であ
る。

5983
大学・
公的
研究
機関
（独
法・公

40～
49歳

文部
科学
省

24008
テニュアトラ
ック普及

このまま
推進す
べき

任期付、使い捨ての公
募が多い。任期付の公
募ばかりになってきてい
るのを止められないとし
ても、数年の任期があ
けて当然のようにより若
い、給与の低い者と入
れ替えられては採用さ
れても業績をあげて他
所への就職活動に励ま
ねばならない。結果とし
て就職してもその職務

各機関の自由に任せた
ら、安い任期付のスタッ
フを入れ替えるばかり
である。研究者自身に
勤務先への思い入れ、
改善努力、教員の場合
には教育へのモチベー
ションも損なわれる。長
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設試
等）

に専念できない。任期
付で採用しても、他の専
任教員と同等な能力、
努力をしているのであ
ればよほど問題ない限
り終身雇用に格上げさ
れるように勧めなけれ
ばならない。

期的に勤務する前提で
ないとその研究者を育
てる事もできないし、教
育の質は低下する。

5984
民間
企業

30～
39歳

経済
産業
省

27007

次世代印刷
エレクトロニ
クス材料・プ
ロセス基盤
技術開発事
業

このまま
推進す
べき

とても夢のある技術で
ある。印刷による各種
電子デバイスが作れる
ことにより、産業を一変
させる可能性を秘めて
いると考える。 
より推進し実施すべきと
考えます。

印刷工法により安価に
作り出される電子製品。
素子も含め作られたも
のは電子製品の普遍化
を今以上にもたらす。 
さながらかつて印刷が
無い頃は書き写してい
たため本は貴重品であ
ったが印刷で大量に作
られることとなった。現
在、電子機器は工業的
に作られ大量に使われ
ているが、今以上に安
価にできる。 
薄いものができる。LED
のシート状への製造(光
る壁紙)、太陽電池の遍
在化（どこにでもあるよ
うになる)、シート状のデ
ィスプレイ（Ipodのような
ものが広告チラシのよう
に配布できるように)の
ようなことがあり、単価
は安いかもしれないが、
消費量も半端無く拡大
するでしょう。そこから
上がり利益は大きなも
のとなると考えます。

5985
その
他

60歳
～

経済
産業
省

27018

次世代照明
等の実現に
向けた窒化
物半導体等
基盤技術開
発

このまま
推進す
べき

私たちの生活で一番身
近な照明器具などで、
もっとも環境に優しく、
安価なものを開発して
ほしいと思います。 
近年、美術館などでは
有機EL照明が使われて
いるところもあり、絵の
色など自然で、美しいと
聞きました。是非見てみ
たいと、思います。

省エネで、かつ有害な
水銀を使われない照明
器具が、早く、安価に私
たちの生活に普及して
ほしいと思いますので、
開発により力を入れて
ほしいです。

5986

大学・
公的
研究
機関 50～

文部
科学

24013

理数学生育
このまま
推進す

大学学部において強い
意欲と能力のある学生
を更に伸ばす試みであ

大学全入時代を迎え、
大学学部における学生
の意欲や能力は幅広い
スペクトルを持つように
なり、どの大学でも意欲
と能力の点で学生の二
極化が進んでいます。
従来型の学部教育もそ
の影響を受けざるを得
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（独
法・公
設試
等）

59歳 省 成プログラム べき る理数学生育成プログ
ラムを推進すべきです。

ず、このため意欲と能
力を持つ学生を更に大
きく育てる環境が十分
ではありません。意欲と
能力のある学生を次世
代のリーダーとして育て
る新たな教育プログラ
ムの構築が必要です。

5987
民間
企業

60歳
～

経済
産業
省

27108

低炭素社会
を実現する
超低電力デ
バイスプロジ
ェクト 

このまま
推進す
べき

EUVLに代表される微細
加工技術はこれからの
電子デバイスの発展を
支えるベースとなる技
術である。ナノテクノロ
ジーは従来の半導体技
術のみならずより広い
技術分野に広がってゆ
く基盤技術分野であり、
それを支えるEUVL技術
をわが国の技術として
確立できるかどうかは
電子デバイスを中心と
した広い技術分野での
W/Wのイニシアチブを
掌握できるかどうかの
鍵で有る。本プログラム
を国家戦略の一環の中
で捉えて強力に推進い
ただきたい。

半導体デバイスは電子
デバイスの基盤のみな
らず、あらゆる産業の米
としての位置付けを日
に日に高めていること
は言うに及ばない。
EUVL技術を先頭とする
微細加工技術はこの半
導体産業の土台となる
技術であり、この分野に
おけるW/Wのイニシア
チブを掌握し続けること
は、日本の国力を維持
向上する上で最重要に
位置づけられる技術開
発目標である。これに
対する国家レベルの施
策は産業政策のみなら
ず、安全保障政策にも
繋がり、まさに国家戦略
の重要部分として捉え
るべきである。

5988

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

我が国の科学技術の根
幹を経済的に支える重
要な事業です。

科学者が第3者の厳し
い審査を受けて新しい
アイデアに自信を持っ
て取り組んでいくよい試
練となります。私企業の
戦略に振り回されること
なく、純粋に研究に没頭
できる経済的な環境整
備は国の責任でもあり
ましょう。

大学・
公的
研究

不必要。税金の無駄遣
い。薄っぺらで恥ずかし
いプログラムだ。このプ
ログラムを新たに立ち
上げる意義がわからな
い。既存の大学院では
何故不十分なのか？
（グローバルCOEプログ
ラムの継続も要求され
ているが、それとの差

日本の大学院は内容的
にはすでに世界のトップ
レベルにある。ふつうの
（理工系分野における
独創的な）研究者はこ
れまでも既存の制度に
於いて育っている。（天
才的な人物は別として）
伝統的かつ標準的な大
学教育及び大学院教育
を受けた者の中から教
養を備えた、将来牽引
的役割を担うべき優秀
な人材も輩出されるの
であって、ビジネス・スク
ールのような似非大学
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5989

機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24012
博士課程教
育リーディン
グプログラム

推進す
べきでは
ない

別化も不明確。）リーデ
ィング大学院という名前
だけが目新しく、施策の
目標にも勇ましい言葉
が並んでいるだけで具
体的記述が全くない。
資料の文書に片仮名や
単語を結合した造語が
目立つのも、安易な発
想で企画している証拠
であろう。この企画文書
には知性が全く感じら
れない。

院をいくら新しく作って
もそこからは薄っぺらな
人材しか得られまい。ま
たこのプログラムによっ
て、社会からの博士号
取得者への評価を高
め、優秀な人材の博士
課程進学を促し、博士
号取得者の雇用拡大や
理工系博士課程修了者
の完全雇用という好循
環を構築するとしている
が、このような好循環を
構築することがこのプロ
グラムによって（また其
れによってのみ）直接的
に可能となるという理由
がない。

5990

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24020

イノベーショ
ンシステム整
備事業（イノ
ベーション成
長戦略実現
支援プログラ
ム）

その他

イノベーションを担う主
体が明示されておら
ず、経済効果の試算も
根拠も曖昧である。実
施するのであれば、大
学研究機関に所属する
若手研究者がその主体
となるべきである。そこ
で24008（テニュアトラッ
ク普及・定着事業）と合
わせて推進すべき施策
である。繰り返すが若
手研究者が主体となる
制度にすべきである。

テニュアトラックの導入
は単に新たな雇用を産
む手段ではなく、イノベ
ーションを実現する方策
である。新たな若手研
究者の雇用とそれと同
時に戦略的なイノベー
ション支援プログラムを
実施するのが最も効率
が良い筈である。

5991

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

我が国の研究者の研究
活動を支える重要な競
争的資金であり、予算
規模を拡充すべきであ
る。

 大学等の研究費が減
少するなかで、公的な
研究資金による研究支
援 
は必要である。

5992

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

 科学研究費補助金
は、我が国の学術研究
を支えてきた最も重要
な研究資金であり、今
後においても我が国の
科学技術を担うため、
学術研究の多様性を確
保し、大学等における
学術研究の振興にとっ
て科学研究費補助金の
果たす役割は大きく、基
礎研究を推進する上で
基盤となる科学研究費
補助金の重要性に鑑
み、さらなる予算の充実
を望むものである。 

 科学研究費補助金
は、研究者の自由な発
想に基づいた人文・社
会科学から自然科学ま
でのあらゆる分野にわ
たる学術研究を支援す
る重要な研究資金であ
り、学術研究の多様性
を確保しつつ、独創的
な研究を支援すること
により、研究活動の裾
野を広げ、持続的な発
展と重厚な知的蓄積の
形成に資するという大き
な役割を果たすもので
あるため。 
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5993
民間
企業

40～
49歳

総務
省

20003

新世代通信
網テストベッ
ド(JGN-X)構
築事業

このまま
推進す
べき

現在のNW環境は成熟
期に入ってると思いま
すが、便利になってると
は思いますが、まだ本
当の意味での市民生活
の中までは浸透してな
いと感じます。NW 
Topologyの概念や機器
の概念を抜本的に見直
し、 
爆発的な進化を遂げる
世界を期待してますし、
その為の研究開発は 
必須と考えます。 

既存のJGN網における
多岐な研究報告は極め
て貴重で価値が高いも
のであり、JGN-X網は
更なる結果が期待でき
る 

5994
その
他

60歳
～

総務
省

20004

脳の仕組み
を活かしたイ
ノベーション
創成型研究
開発

このまま
推進す
べき

2010年1月18日放映さ
れた「脳波でリハビリ手
も動く？日本独自の発
想研究とは」/NHKクロ
ーズアップ現代は私だ
けではなく全国の脳血
管障害による後遺症患
者の目に衝撃が走った
事と思われる。私は
NHKオンデマンドサービ
スで再度拝見した。 
「よし！早期回復実
現！」と意気込んで（早
とちりして）当該病院へ
コンタクトを取って往
訪。「研究の協力者を求
める内容を知らされトー
ンダウンしながらも同意
し週一回の「研究協力」
が１月末開始し、終了し
たのが７月中旬であっ
た。関係機関及び関係
者それぞれの事情あっ
てのスケジュールであ
ろうがもっとスピードアッ
プして研究成果発表を
急ぐ事は可能では？無
責任な人間の言葉ご容
赦願います。でも軽微
な要介護者164万人(資
料より）は一日も早い研
究達成を望んでいるの
ですから・・・。

理由は先に述べた通り
です。付け加えれば施
策の目的、概要、達成
目標は異論ありませ
ん。問題は達成期限で
す。 
平成２６年度末までに
以下の技術を実現（３項
目）・・・とありますが内
容は素晴らしい、十分
です。望む事は一つ。
平成26年度を繰り上げ
訂正を強く望みます。う
っかりしていました、164
万人じゃなくそういう人
の介護に日夜、身を費
やしている多くの介護
人を解放するために
も・・・。

5995

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24010
女性研究者
研究活動支
援事業

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

優先度は高いので予算
増で推進すべき

これまでの支援事業で
助教や博士研究員が増
えてきたので、あと一歩
で教授等の上位職への
女性に進出がかなうと
思う。一旦、定着すれば
自然増になると思うの
で今は予算増で定着を
加速させるべき。
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5996

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24141
特別研究員
事業

このまま
推進す
べき

シニア研究者のプロジ
ェクト研究費のようなも
のと比べても、最大限
の優先度をもってより推
進されるべき事業であ
ると考えます。

博士課程学生からポス
トドクターという、もっと
も純粋に研究に打ち込
むことが可能な時期に、
十分な金銭的補助を行
う制度である点、ならび
に、長文の研究計画書
を書くまたとない訓練の
機会となっている点、研
究テーマの選定に(受入
研究者との合意さえあ
れば)完全な自由が与
えられている点で、世界
的に見ても非常に優れ
た若手育成制度です。

5997

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

基礎科学の研究の発
展、充実に必須である。

大小に関わらず、多様
な基礎科学の発展は、
全ての学問、技術にと
って必要である。さら
に、各方面で世界をリ
ードすることが重要。ま
た、今後の新技術のブ
レイクスルーにも繋が
り、国力を高めることに
も貢献できる。

5998

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24008
テニュアトラ
ック普及・定
着事業

このまま
推進す
べき

若手研究者が自分の力
で研究できる環境整備
は必要だ！未来の研究
者予備軍である若い人
（高校生等）にとっても
目標がもてるのでは！

未来の日本をささえる
夢ある人たちのため
に、私たちおじちゃんた
ちが考えるべきことでは
ないでしょうか。

5999

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

科学研究費補助金は今
後さらに拡大すべきで
ある。

科学研究費補助金は日
本の基礎研究を支えて
いる最も重要な財源で
ある。国立大学の運営
交付金が減らされてい
るため、これが減らされ
れば、多くの研究者が
研究を放棄せざるをえ
ない。この事業が縮小
されることは日本の科
学技術の衰退につなが
る。資源の少ない日本
にとって、今後の発展
の基礎を担う重要な事
業であり、ぜひ将来の
ためにこの事業に投資
をしてほしい。

大学・

数学・数理科学者と産
業界・諸科学研究者と
が、課題解決のために
集い、議論を行い、連
携を図るための「場」を
つくる、というアイデア

数学の力はすばらしい
けれども、道具のように
つかってしまったら、あ
とは軽視されがちです。
私も、数学に苦手意識
をもちながらも、数学に
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6000

公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24019

数学・数理科
学と他分野
の連携拠点
形成支援プ
ログラム

このまま
推進す
べき

はとてもよいです。さら
にこの半世紀の新しい
流れとして、紙の上の
数学にくわえて、コンピ
ューターにまつわる数
学が生まれています。と
くにコンピューターをた
だ動かすのではなく、世
界をあっと言わせるハ
ード・ソフトを発明するに
は数学が不可欠でし
た。

じぶんの研究が助けら
れたことはよくありま
す。日本に現役の数学
コミュニティーがもし存
在しなくなれば、やがて
理論科学が、そしてつ
ぎに応用科学が、つい
には産業が停滞にいた
るでしょう。ほかの全て
の学問が成長するため
の支柱として数学はい
つも必要です。 
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